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１． はじめに 

 

2015 年に採択されたパリ協定 1)は、「産業革命前からの世界平均気温上昇を 2℃より十分

低く、できれば 1.5℃に抑える努力を追求すること」（1.5℃目標）が合意された。これに伴

い、我が国では、2021 年 4 月に「2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、野心的な目

標として、2030 年度に温室効果ガスを 2013 年度レベルから 46％削減する」ことを表明し

た。2021 年に閣議決定された第 6 次エネルギー基本計画 2)では、社会全体としてカーボン

ニュートラルを実現するには、電力部門では非化石電源の拡大を進めることが必要とされ

ている。2030 年度の総発電電力量を 9,340 億 kW 程度と想定して、「2030 年度の温室効果

ガス 46%削減に向けては、一段の施策強化等に取り組むこととし、合計 3,360～3,530 億 kWh

程度(電源構成では 36～38%)の再エネ導入」が目指されている。このうち洋上風力発電は、

欧州を中心として世界各地で導入が進められ、(1)大量導入、(2)コスト低減、(3)経済波及効

果 など、再生可能エネルギーの主要な電源として期待されている。「2050 年カーボンニュ

ートラルに伴うグリーン成長戦略」では、洋上風力に関して以下の取り組みが行われている

3)。 

 

 
 

 出典：経済産業省「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略、洋上風力・太陽光・地熱産業」3)  
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 洋上風力発電を建設する場合には、都道府県条例による海域占用許可は 3～5 年程、港湾

区域では港湾法に基づく海域占用許可は 20 年であり、小規模な洋上風力発電の導入が進展

した（条例 5 区域、港湾 5 区域 4) ）。 

一方、大規模な洋上風力発電を促進するため、一般海域では 2019 年４月に施行された「海

洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（以下、再エネ

海域利用法）」第 8 条に基づき、国が、洋上風力発電事業を実施可能な促進区域を指定し、

公募を行って事業者を選定、長期占用（30 年間）を可能とする制度が設けられた。これま

でに、第 1 ラウンド（長崎県五島沖、秋田県 2 区域、千葉県銚子沖）、第 2 ラウンド（秋田

県八峰町及び能代市沖、新潟県村上市･胎内市沖、長崎県西海市江島沖）で公募が行われ事

業者が選定されており、現在、第 3 ラウンド（青森県沖日本海(南側)、山形県遊佐町沖）の

公募が行われている 4)。洋上風力発電の大規模化に伴い、使用する風車は、第 1 ラウンドで

は 12.6MW（五島沖を除く）、第 2 ラウンドでは 15～18MW と大型化している。 

また、早期に促進区域に指定できる見込みがあり、より具体的な検討を進めるべき区域で

ある「有望な区人域」として 9 区域（北海道石狩市沖、北海道岩宇・南後志地区沖（着床）、

北海道島牧沖（着床）、北海道檜山沖、北海道松前沖、青森県沖日本海（北側）、山形県酒

田市沖、千葉県いすみ市沖、千葉県九十九里沖（九十九里町、山武市及び横芝光町沖））、

都道府県からの情報提供を踏まえ「一定の準備段階に進んでいる区域」として 8 地域（北海

道岩宇・南後志地区沖（浮体）、北海道島牧沖（浮体）、青森県陸奥湾、岩手県久慈市沖、

富山県東部沖（入善町及び朝日町沖）、福井県あわら市沖、福岡県響灘沖、佐賀県唐津市沖）

が位置付けられている 5)。 

さらに、洋上風力発電を促進するため、「有望な区域」などにおいて、計画の初期段階で

政府または政府に準ずる主体が風況調査、海底地盤調査、気象海象調査、環境アセス関連調

査、漁業実態調査、系統確保などを実施し、データを管理する「日本版セントラル方式」が

導入され、2023 年度からエネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）及び新エネルギー・産

業技術総合開発機構（NEDO）により調査・実証が行われている。 

 

以上のように、我が国においてもカーボンニュートラルを目指して大規模な洋上風力の

導入に向けた制度や基地港の整備、使用する風車の大型化など急速に進んでいる。これまで

に、促進区域では着床式の洋上風力発電を中心に 4.6ＧＷ分の案件が進捗しており、さらな

る導入の拡大を目指し、浮体式洋上浮力の実証候補区域の選定（北海道などの 4 地区）や、

排他的経済水域（EEZ）への展開を可能とするための環境整備などの取り組みが行われてい

る。 

洋上風力に関する状況は日進月歩であるが、本調査報告書では、これまでに実績が多い着

床式洋上風力を中心に、制度や技術に関して取りまとめを行った。第 2 章では、「これまで

の建設事例と課題」として、実際に洋上風力を建設した事業者（着床式 2 地点、浮体式 1 地

点）の知見に基づいて、洋上風力を立地する際の気象・海象調査やアセスメントについて調
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査を行った。第 3 章では、「国内の洋上風力建設にかかわる現状」として、実際に洋上風力

の建設に携わるゼネコン各社により、建設技術を中心に調査を実施した。第 4 章では、主に

電力会社を中心に、事業者から見た「国内での設置計画、運用にかかわる現状と課題」につ

いて調査を行った。第 5 章では、全体を通しての課題や提言について取りまとめを行った。 
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２．これまでの建設事例と課題
2.1 洋上風力発電事業の意義と現状

政府は洋上風力の産業競争力強化に向けた基本戦略として、2030年までに10GW、2040年までに30～45GWの意欲的
な目標を設定した。

洋上風力産業ビジョン（第1次）に示された通り、洋上風力発電は、①大量導入、②コスト低減、③経済波及効果が期待
される。

現在、洋上風力産業の多くが国外に立地しているが、日本にも潜在力のあるサプライヤーは存在している。

出典：国土交通省及び経済産業省、洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会、洋上風力産業ビジョン（第1次）概要（令和2 年12月15日）より

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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洋上風力発電事業の開発に関しては、個社の努力分野である競争領域と、それ以外の非競争領域に大別できる。本
委員会では、非競争領域として風況観測、気象・海象観測および環境アセスメントに焦点を当て、これまでの建設事例
から見た洋上風力発電事業の現状について整理した。

出典：洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、
洋上風力の産業競争力強化に向けた技術開発ロードマップ（案） （2021年4月１日資料）より

洋上風力発電事業の現状

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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洋上風力発電事業の事業性評価・構造設計の検討をするにあたり、風荷重や波浪荷重が必要となる。

例：支持構造物の設計の流れ

2.2 響灘実証機 -風況観測を中心として-
2.2.1 洋上風力における風況観測について

出典：洋上風力発電設
備に関する技術基準の
統一的解説（令和2年
年3月版）より

出典：NREL 15MW_240 Power curveより

「風車の出力は風速の3乗に比例」すると言われるように、
風況の測定誤差は発電電力量の誤差に繋がる。

例えば
観測装置による測定誤差が5%として、風速8m/s～8.4m/sの
範囲で電力量を計算をした場合、8m/sでは5,000kWに対し、
8.4m/sでは6,000kWと1,000kWの誤差であり、電力量では
20%の誤差となる可能性も考えられる。

上記は一例であるが、風車機種や環境条件により変動する
が、洋上風力発電事業において風況・気象海象観測には高
い精度が求められる。

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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発電事業の予定地では現地での風況観測を少なくとも1年以上実施すること。

観測高さは、計画する風車のハブ高さの2/3以上とする。

観測地点は当該地点を中心に10km以内の計画風車を代表することができる。（平坦地形）

近年の風車大型化の傾向から、要求される観測高さは60mを超える。

近年、促進区域に指定される区域であれば、観測塔1台でエリア内の計画風車を代表できる。

※離岸距離が短い場合、沿岸部の影響を受ける可能性があるため、事前検討が必要となる。

出典：資源エネルギー庁資料 浮体式洋上風力発電に関する国内外の動向等について: 
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/green_power/pdf/004_04_00
.pdf （参照2025/12/26）

秋田県男鹿市、潟上市及び秋田市沖に係る促進区域

WF認証に求められる観測塔条件

出典：資源エネルギー庁 「秋田県八峰町及び能代市沖」、 「秋田県男鹿市、潟上
市及び秋田市沖」、 「新潟県村上市及び胎内市沖」、 「長崎県西海市江島沖」 に係
る公募占用指針（案）について: 
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/yojo_furyo
ku/pdf/017_01_00.pdf （参照2025/12/26）

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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洋上風況観測塔（2012年6月設置）
• 水深 ：約14m
• 離岸距離約 ：1.4km
• 海面高さ ：85m
• 風車との距離：250m
• 構造 ：鋼管トラス構造
（支持構造物は重力・ジャケットハイブリット方式を採用）

観測計器は海面から15m～81.6mまでの8層に設置
• 風向,風速計（三杯型風速計・矢羽根式風向計）
• 鉛直ライダー
• 超音波式風速計
• 温度計、湿度計、気圧計
• 海象計

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の受託研究として、「洋上風況 観測システム実証研究（北九州市沖）」
を電源開発（株）にて実施した。

響灘沖合の洋上にて、平均風速、風向、乱流強度、ウインドシア、風-波同時生起性、ウエイク、統合解析システムの開
発を目的に洋上風況観測塔を設置した。

2.2.2 響灘実証機の概要

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、平成21年度～平成28年度成果報告書 風力等自然エネルギー技術研究開発 洋上
風力発電等技術研究開発 洋上風況観測システム実証研究（北九州市沖）（１／２）、20190000000055（2019年3月）より

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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観測機器情報

2.2.3 観測等建設に於ける課題・建設コスト

風況観測塔導入コスト：15億円
（建設費、維持管理費、研究費を含む実証研究受託額）

観測塔建設の課題
• 観測塔の設置コストが高い。
• 建築基準法に基づく性能評価、大臣認定、工作物確認が必要である。
• 基礎構造物の地盤調査が工期、コスト増加につながる。
• 大規模洋上ウインドファームの場合、沖合に多数の観測塔を設置することとなり、コスト増加につながる。

法制度ほか技術面費用面

• ウインドファーム認証ではタワー高さの2/3
以上の計測が必要であるが、風車大型化に
伴い、ハードルが上がる。(下回る場合は複
数高度より推定）

• 風況データを最低でも１年以上の風況観測
が一般的、長期観測は事業者の負担増とな
る。

• 荷重の種類に応じて各部位の許容値を満足
する様に設計が必要である。

• 観測塔の共用年数は20年とされる。

• 設置箇所の地質条件によるが、岩盤削孔に
膨大な費用と工期(実証機10ヶ月)がかかる。

• 海上での工事は波浪の影響により工事時期
が限られ、工期が長期化し、コスト増加に
つながる。

• 調査地点の気象・海象条件の調査にも費用
と工期がかかる。

出典：新エネルギー・産業
技術総合開発機構
（NEDO）、平成21年度～
平成28年度成果報告書

風力等自然エネルギー技
術研究開発 洋上風力発
電等技術研究開発 洋上
風況観測システム実証研
究（北九州市沖）（１／２）、
20190000000055（2019
年3月）より

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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2019年~2022年9月の期間において、スキャニングライ
ダーの精度調査を実施中

2021年11月19日 第43回風力エネルギー利用シンポジウ
ム「むつ小川原サイトにおけるスキャニングライダー実
験」にてデュアルスキャニングライダーの計測精度につい
て報告（途中経過）された。

長期検証においてシステムの運転状況および気象条件によ
りデータ取得率が変動するが、10分平均風速及び風向の計
測精度については基準を満足していた。乱流強度もデータ
取得率の違いを考慮した場合でもマストデータと大差ない
ことが報告された。

コスト比較(概算)

デュアルスキャニングライダーの構成として、むつ小川原サイトで校正されたスキャニングライダー2基に加え、鉛直ライ
ダー1基、陸上気象マスト1基にて計測される。

風況観測塔の代わりにデュアルスキャニングライダーを採用することで、風況観測の導入コストを15億円から数億円
（1/5～1/10程度）とすることが可能であり、洋上風力発電の低コスト化に繋がる。

2.2.4 デュアルスキャニングライダーの活用

デュアルスキャニングライダー

数億円スキャニングライダー2基

数千万円気象マスト

数千万円鉛直ライダー

数億円合計

風況観測塔

15億円風況観測塔（建設費、維持管理費、研
究費含む実証研究受託額）

15億円合計

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、
洋上風力観測ガイドブック（2023年3月）より

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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2023年３月
洋上風況観測ガイドブック発表

第1章 概説
第2章 風況観測及び風条件の評価
第3章 洋上風況観測マストによる観測
第4章 デュアルスキャニングライダー(DSL)による観測
第5章 シングルスキャニングライダー(SSL)による観測
第6章 鉛直ライダー(VL)による観測
第7章 フローティングライダー(FLS)による観測
第8章 観測データ欠測時の補完方法及び精度検証
第9章 レポート作成
附属書A ハードターゲット調整
附属書B 事前精度検証
附属書C データ取得率確認
附属書D FLS設置工事の例

洋上風況観測ガイドブック：デュアルスキャニングライダーによる観測監修

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、洋上風力観測ガイドブック（2023年3月）より

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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2.3 五島市沖洋上風力発電 -波浪観測を中心として-
2.3.1 洋上風力における波浪観測について

ブイ式：リアルタイムでの計測が可能。電池寿命1年程度であることに加え、海上に浮遊しているため、破損の可能性が
ある。コストは買い取り価格で1,000万円程度。

着底式：50m以深では精度が低下するため、リアルタイムでの計測は困難である。コストは1,300万円程度。

レーダー式：戸田建設にて試験中。波高は0～60mを1㎝の精度で測定可能であり、波向きや形が測定できる点が大き
な利点である。コストは800万円程度。ただし、電波法により届出と免許が必要であり、導入のハードルとなっている。

波浪観測機器の例

ブイ式波浪計

着底式波浪計

着底式波浪
計

マーキングブイマーキングブイ

データ変換器

アンカー

中間ブイ

レーダー式波浪計

出典：株式会社ソニック「TU-300カタログ」
https://u-sonic.co.jp/web-catalog/HTML5/pc.html#/page/80

（参照2025/12/5）

出典：Radac HP, 
https://www.radac.nl/waveguide-direction/
（参照2025/12/5）

出典：Datawell BV HP
https://datawell.nl/prod
ucts/directional-
waverider-mkiii/
（参照2025/12/5）

出典：Nortek HP
https://www.nortekgro
up.com/products/signa
ture-vm-ocean
（参照2025/12/5）

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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レーダー式着底式ブイ式
• 設置や計測に水中作業は不要
• ブイや着底式と比較して軽量
• リアルタイムにデータを取得可能
• 電源は外部電源
• 水深に制限なし

• 流況を計測可能
• 電源は外部電源、内臓バッテリー

• リアルタイムにデータを取得可能
• 電源は内臓バッテリー、太陽電池
• 水深の制限なし

特徴

• ネットワーク
• メモリー

• 通信ケーブル
• メモリー
• ネットワーク

• ネットワーク
• メモリー

データ処理

• 日本の電波法に適合していない• 水深に制限あり
• リアルタイムデータ取得に空中までの

配線が必要

• 船舶衝突による破損の可能性あり
• 荒天時にリアルタイムデータの取得が

困難

課題

2.3.2 波浪観測機器の特徴（ブイ式、着底式、レーダー式）

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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ブイ式ブイ式ブイ式

Spotter（アメリカ製）ゼニライトブイ製GPS波浪計（日本製）Directional Waverider MkⅢ（オランダ製）名称

https://www.sofarocean.com/products/spotter/solutions/spotter
（参照2025/12/5）

https://www.zenilite.co.jp/ja/prod-kansoku-
2smart.html#gps_haroukei_buoy （参照2025/12/5）

https://datawell.nl/categories/buoys/ （参照2025/12/5）参照元

外観

ネットワーク・メモリー通信ケーブル（デジタル信号）メモリーArgosシステムによる衛星通信データ取得

2.5 Hzカタログ等記載無し3.84 Hzサンプリングレート

カタログ等記載無し（精度：2 cm）0~20 m（精度：10 cm）-20~+20 m （精度0.5-1.0%）波高測定

1-30秒3~16秒1.6~30秒波周期測定

0-360 deg0 ~ 540 deg360 deg
（精度：0.4~2 deg)

カタログ等記載無し波向き

カタログ等記載無し流速：0~500 cm/s 流向：0~540 degカタログ等記載無し流況

太陽電池、蓄電池太陽電池、蓄電池（6ヶ月以上の観測可能）バッテリー、16か月間駆動可電源

カタログ等記載無し制限なし制限なし対応水深

直径420 mm高さ310 mm、7.45 kg直径800 mm、35 kg直径700 mm、109 kg機器寸法、重量

$ 5,900カタログ等記載無し500~600万円、Argosサービス月額1.2万円費用
・水面温度を測定できる。
・水面における風速を算出できる。
・他のブイ式と比較してコンパクトで軽量である。

・単独測位方式のGPSセンサのみで波浪を観測できる。
・台風通過時の有義波高7m程度の波を測定できた。

・計測データはArgosシステムにより、衛星回線を通じてサーバに
保存され、インターネットを通じてリアルタイムにアクセスできる。

特徴

・船舶衝突による破損・船舶衝突による破損
・船舶衝突による破損
・荒天時におけるリアルタイムデータの取得が困難

課題

波浪観測機器の特徴（ブイ式）

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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着底式着底式

SentinelV100（Waves Array付）（アメリカ）AWAC 1 MHz（ノルウェー）Signature250（ノルウェー）TU-300（日本）名称

https://www.teledynemarine.com/products/sentinel-v-
waves-array（参照2025/12/5）

https://premium.ipros.jp/nortekgroup/product/detail/2000
453488/（参照2025/12/5）

https://www.nortekgroup.com/products/signature250
（参照2025/12/5）

（中層フロートはカタログのみ記載）

https://u-sonic.co.jp/product/category/detail/sid:9a5fa18d-
cd94-11e9-b11b-9ca3ba0232db/pid:a63162bc-050a-11ea-
bcc9-ae9f117a2f7b （参照2025/12/5）

参照元

外観

メモリー、オンラインメモリー、オンラインメモリー通信ケーブル（デジタル信号）データ取得

~1Hz1Hz1 Hz2 Hzサンプリングレート

10.0 cm~（サーフェーストラック）-15~15 m（精度：測定値の1%）-15 ~ 15 m（精度：測定値の1%）-15 ~ +15m波高測定

1秒~（サーフェーストラック）0.5~50秒2~50秒解像度1秒波周期測定

測定可能カタログ等記載無し（精度：2 deg）0 ~ 359 deg（精度：2 deg）0 ~ 540 deg波向き

流速：±5 m/s 流向：0~360 deg流速：±5 m/s流速：0~5m/s 流向：0~359 deg流速：0~500 cm/s 流向：0~540 deg流況

外部電源、内臓バッテリーDC9~18V 平均消費電力0.65Wアルカリ(540Wh)、リチウム(1800Wh)電池パック
標準消費電力400 mW電源ケーブルで供給AC100V電源

80m30 m150 m（中層フロートを付けると制限なし）50mまで対応水深

直径265.6mm高さ471.0mm、16.3kg直径210 mm高さ175mm、6.1 kg
直径464 mm高さ523mm、23.5 kg（中層フ
ロートを付けると直径480 mm高さ1150mm、65 

kg以上）
直径540 mm高さ483mm機器寸法、重量

カタログ等記載無しカタログ等記載無しカタログ等記載無し送受波器650万円+変換器640万円費用

サーフェーストラック（超音波到着時間による海面距
離）、水粒子速度、圧力の3 つの手法を同時に用い
て、波高、波向、周期を計算する。

・数千台の使用実績がある（カタログ記載）。
・圧力センサによる海面高度測定を用いて砕波等に
起因するデータ欠損をカバーできる。

・ジンバル機構によりセンサが傾いても表面波の補足が可
能である。
・センサは架台内に格納し魚網に対策している。
・流況の観測が可能である。
・50台以上の出荷実績がある。

特徴

・リアルタイムデータ取得は困難・リアルタイムデータ取得には空中まで配線が必要課題

波浪観測機器の特徴（着底式）

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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レーダー式レーダー式

SM-140（ノルウェー）US-500（日本）LX-80（アメリカ）WG5-HT-CP（オランダ）名称

https://www.ipros.com/product/detail/2000586740/
（参照2025/12/5）

https://www.u-sonic.co.jp/product/category/detail/sid:9a6192c5-
cd94-11e9-b11b-9ca3ba0232db/pid:a631aad2-050a-11ea-bcc9-
ae9f117a2f7b （参照2025/12/5）

https://www.geolux-radars.com/product/lx-80/
（参照2025/12/5）

https://www.radac.nl/waveguide-direction/
（参照025/12/5）

参照元

外観

メモリー、オンラインアナログ信号：電圧または温度、デジタル信号メモリーデジタル信号ネットワークデータ取得

50 Hz8 Hz10Hz10 Hzサンプリング
レート

0~92m（精度：1cm）0~10m0.1~30m0~60 m 精度±1 cm波高測定

0.5~128秒（精度：0.1秒）カタログ等記載無しカタログ等記載無し1~100秒 精度50ミリ秒波周期測
定

カタログ等記載無しカタログ等記載無しカタログ等記載無し360 deg 精度±2 deg波向き

カタログ等記載無しカタログ等記載無しカタログ等記載無し×流況

DV24 V 消費電力7W未満AC100V 、DC12V9-27 VDC 標準消費電力1.8Wレーダー部8 W/基+コントローラ4.8 W電源

制限なし制限なし制限なし制限なし対応水深

幅500mm高さ136mm奥行400mm、11kg直径250mm高さ278mm幅65mm高さ55mm奥行65mm、0.5kg直径265mm高さ245mm、12.5kg機器寸法、
重量

カタログ等記載無しカタログ等記載無しカタログ等記載無し850万円費用

・メンテナンスコストが低い。
・Webディスプレイなどクラウドサービスが多い。

・設置や計測に水中作業を必要としない。・設置や計測に水中作業を必要としない。
・消費電力が低い。

・空中線電力が1mWと低い。（電波法による設置の際
に届け出を必要とする空中戦電力は10W）
・小型かつ軽量である。
・メンテナンスを必要としない。

特徴

・送受波器設置点より11mより下は測定不可・周波数帯が広く、日本の電波法に適合していないため、
免許が必要（5年毎更新）

課題

波浪観測機器の特徴（レーダー式）

レーダー式採用の目的

リアルタイムの波高測定値を船の運航判断に利用できないか検討中。今後の浮体洋上におけるO&Mではリアルタイム
測定が可能なレーダー式が必要と思案した。

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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2.4 銚子沖洋上風力発電所 -環境アセスメントを中心として-
2.4.1 環境影響評価法の改正とその概要（2013/4施行）

環境影響評価法は、環境の悪化を未然に防止し、持続可能な社会の構築と環境に大きな影響を及ぼすおそれのある
事業について環境アセスメントの手続を定め、環境アセスメントの結果を事業内容に関する決定（事業の免許等）に反
映させることにより、事業が環境の保全に十分に配慮して行われるようにすることを目的とする。

地方公共団体においても、環境影響評価法と同じような考え方で環境アセスメントに関する条例が定められているが、
地方公共団体の条例は、地域の実情に応じた特徴のあるものとなっている。

出典：環境影響評価情報支援ネットワーク、環境アセスメントガイドより
http://assess.env.go.jp/1_seido/1-1_guide/index.html（参照2025/12/5）

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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配慮書の事例

2.4.2 銚子沖実証事業の配慮書事例

銚子沖及び北九州市沖の自然条件の整理項目はそれぞれ 17 項目及び 18 項目で、銚子沖では騒音・振動（大気）、
動植物プランクトン、魚卵・稚仔魚が対象外となっている。なお、これらの項目は主に文献、既往調査資料等を収集・整
理して取りまとめており、その他関係機関等へのヒアリングも実施されている。

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、着床式洋上風力発電の環境影響評価手法に関する基礎資料（最終版）、2018 より

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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銚子沖実証事業の環境影響準備書・評価書事例

発電所アセス省令別表第 5 の参考項目（平成 24 年 7 月 31 日告示）【網掛部分】を示しているが、当該実証研究の参
考項目選定は 2009 年度に実施していることから、一部の別表第 5参考項目は考慮されていない。

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、着床式洋上風力発電の環境影響評価手法に関する基礎資料（最終版）、2018 より

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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調査項目
1. 海底地形
2. 流向・流速
3. 水中騒音
4. 鳥類
5. 底生生物
6. 魚介類（漁業生物）
7. 海棲哺乳類
8. 藻場（海藻藻類）
9. 景観
10.電波障害

銚子沖実証事業での調査項目および調査時期

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、
着床式洋上風力発電の環境影響評価手法
に関する基礎資料（最終版）、2018 より

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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調査時の留意点：海棲哺乳類（スナメリ）、景観

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、着床式洋上風力発
電の環境影響評価手法に関する基礎資料（最終版）、2018 より

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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2.4.3 風力発電所の環境アセスメントの円滑な実施に向けた取り組み

風力発電は新しい事業種であり、これまで環境アセスメントの実績がある事業種（道路や鉄道など）と比べて環境影響
に関する情報が少ないため、懸念や不安の声が多い。このため、経済産業省・環境省では、技術的な知見や考え方を
取りまとめたガイドや指針等を作成し、風力発電所の環境アセスメントの円滑な実施に向けて取り組んできたところ。

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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風力発電所の環境アセスメントの迅速化

出典：環境影響評価の対象となる風力発電所の規模の検討の経緯について ～風力発電所の環境アセスメント～
第１回 再生可能エネルギーの適正な導入に向けた環境影響評価のあり方に関する検討会（2021年1月21日 環境省）より

再エネ海域利用法では、改正温対法に見られる配慮書手続の省略といったアセス法の特例措置は規定されていない。

事業者は公募で選定された後、アセス法による環境アセスメントの実施を求められるが、事業者が公募選定後を見越
して公募選定前の早い段階から配慮書手続を実施しているのが実態であり、環境アセスメントの手続が再エネ海域利
用法の手続とは別に進められるため、複数の事業者が同じ海域で同時に環境影響評価手続を行うなど類似・重複の常
態化による非効率性等が指摘されている。これを踏まえ、環境省・経済産業省の下、環境アセスメントの迅速化検討が
進められる。

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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出典：環境影響評価の対象となる風力発電所の規模の検討の経緯について ～風力発電所の環境アセスメント～
第１回 再生可能エネルギーの適正な導入に向けた環境影響評価のあり方に関する検討会（2021年1月21日 環境省）より

環境アセスメントの期間短縮の実例

環境調査を前倒しして、他のアセスメント手続きと並行して進める前倒環境調査の手法など、平成29年年度に迅速化
手法のガイドがまとめられ、事業者による期間短縮の方法論を具体化。平均して3～4年程度とされた環境アセスメント
が平均で約30ヶ月に短縮された。

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、環境アセスメント迅速化手法のガイド より

再エネ海域利用法と環境アセスメント

洋上風力発電事業の適地となる促進区域を指定、公募による事業者選定を行う再エネ海域利用法と環境影響評価法
は独立しており、選定された事業者は法に基づき環境アセスメントを実施する必要がある。

事業者は洋上風力発電事業の迅速化に向けて、事業者選定前までに配慮書・方法書まで実施する傾向にある。

現況調査については、期間・費用が高額（数億円程度）かかることもあり、事業者選定後に実施される。

洋上風力発電事業に於いて、環境アセスメントをどこまで短縮できるかが今後の課題となる。

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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洋上風力発電の環境影響評価制度の最適な在り方に関する検討会（2021.7～）

関係省庁および大学機関にて環境影響評価制度に関する最適な在り方について協議が行われている。

複数事業者による同一海域での環境影響評価の回避と迅速化が望まれる。

出典：洋上風力発電の環境影響評価制度の最適な在り方に関する検討会、参考資料5、
令和４年度洋上風力発電の環境評価制度の諸課題に関する検討会取りまとめ(概要)、令和５年７月31日

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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洋上風力発電の環境影響評価制度の最適な在り方に関する検討会（2021.7～）

新たな制度を検討する際の基本的な視点

① 再エネ海域利用法に基づくプロセスと環境アセスメント制度の連携

② 事業者の予見可能性の確保

③ 領海と EEZ は原則同様の仕組みとする

④ 環境配慮の質の担保

⑤ 環境影響の相互理解のために必要な関係者とのコミュニケーションの確保

⑥ 事業者選定後の環境アセスメントの迅速化

⑦ 個別事業に係る環境アセスメントの結果や環境影響のデータを踏まえた科学的知見の 充実と共有

出典：洋上風力発電の環境影響評価制度の最適な在り方に関する検討会、参考資料5、
令和４年度洋上風力発電の環境評価制度の諸課題に関する検討会取りまとめ(概要) 、令和５年７月31日

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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洋上風力発電の環境影響評価制度の最適な在り方に関する検討会（2021.7～）

出典：洋上風力発電の環境影響評価制度の最適な在り方に関する検討会、
参考資料5、令和４年度洋上風力発電の環境評価制度の諸課題に関する検討会取りまとめ(概要) 、令和５年７月31日

洋上風力発電の環境アセスメントの方向性として、環境省による新たな制度案が検討中。

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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大量導入 コスト低減 経済波及効果

風況、波浪観測の低コスト化、高効率化や環境アセスメント期間の短縮は洋上風力の導入を促進し、更なる大量導入、
コスト低減、経済波及効果に寄与するものと考えられる。

現在は、実証機導入時期と比較すると、技術面、制度・法の設備が進み、政府による導入目標である2040年までに30
～45GWの案件形成に向けて状況が加速している。

一方で、政府の導入目標達成にはサプライチェーン形成、港湾インフラの整備、系統インフラの整備、EEZへの拡大、
浮体式導入、低コスト化、次世代技術開発など課題も多い。

政府が掲げる導入目標を達成するには、先行する海外での取組を参考としつつ、風況観測や気象海象、環境アセスメ
ントに代表される非競争領域において洋上風力市場全体による協力が不可欠であると考えられる。

・デュアルスキャニングライダーの活用
・レーダー式波浪計の導入による、O＆M効率化
・環境アセスメント期間の短縮

2.5 まとめ

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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３. 国内の洋上風力建設にかかわる現状 -建設技術を中心として- 

 

3.1 日本特有の設計手法 -地震・台風- 

 

3.1.1 概要 

日本特有の地震・台風などを含む支持構造物の設計手法は, 「洋上風力発電設備に関す

る技術基準の統一的解説（令和2年3月版）」に取りまとめられているため, 同基準をベー

スとして調査項目を抽出し, 関連する基本的な文献等を調査・収集する。 

 

図 3.1.1-1 「洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説（令和2年3月版）」に示さ

れる設計手順 （出典：洋上風力発電施設検討委員会） 

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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3.1.2 調査項目 

「洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説（令和2年3月版）」をベースに抽出

した調査項目を表3.1.2-1に, 調査文献の一覧を表3.1.2-2に示す。 

 

表 3.1.2-1 調査項目 

該当する 
設計手順 

自然条件 
調査項目 調査文献 台

風 

海
象 

地
震 他 

荷
重
条
件
の
設
定 

3.3  

 〇   

太平洋側に特徴的な, 風波とう

ねりが混在する二山型のスペク

トルモデルにつき, 統一的解説で

例示される「種本ら」の手法を

含む関連情報を調査・収集す

る。 

キーワード“二山型スペ

クトル”の文献検索で該

当したもののうち, 8件

について調査する。 

（No.1～8） 

波
浪
荷
重 

3.4 

 〇   

統一的解説では, 適切な設計津

波高さの設定を要求しているも

のの, その具体的な方法が明記さ

れていない。 

適切な設定方法として例示さ

れている2つの方法につき, 関連

する情報を調査・収集する。 

キーワード“設計津波高

さ”の文献検索で該当し

たもののうち, 2件につ

いて調査する。 

（No.9,10） 

津
波
荷
重 

地
盤
条
件
及
び
そ
の
他
条
件
の
設
定 

3.7 
  〇  

工学的基盤の定義は明記され

ているものの, 各種試験方法とそ

れら結果を活用した工学的基盤

設定方法については記載されて

いない。 

洋上風車の耐震設計における

工学的基盤の設定について, 関連

する情報の調査・収集を行う。 

キーワード“工学的基盤

面 洋上風力”の文献検

索で該当したもののう

ち, 6件について調査す

る。 

（No.11～16） 
地
盤 
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該当する 
設計手順 

自然条件 
調査項目 調査文献 台

風 

海
象 

地
震 他 

地
盤
条
件
及
び
そ
の
他
条
件
の
設
定 

3.7    〇 

統一的解説では, 地盤条件設定

に資する調査について, 例示を含

む網羅的な記載がなされてい

る。 

モノパイル基礎の設計に用い

る土層構成, 地盤物性を得るため

の地盤調査・各種試験の情報を

調査・収集する。 

関連資料として以下4件
について調査する。

（No.17～20） 
・応用地質, 「風力発電

と地形・地質」 
・「着床式洋上風力発電

導入ガイドブック」 
・「洋上風力発電設備に

係る海底地盤の調査及

び評価の手引き」 
・「各調査項目における

調査手法・仕様の一般

化に向けた中間とりま

とめ」 

地
盤 

3.9 

  〇  

統一的解説では, モノパイル基

礎の液状化に対する設計手法の

具体は明記されておらず, 複数の

手法が例示されている。 

基本情報として, 同基準内で例

示される複数の手法の情報を収

集する。 

液状化に関して統一的

解説に示されている, 以
下基準類について調査

する。（No.21～23） 
・埋立地の液状化対策

ハンドブック 
・港湾施設の技術上の

基準・同解説 
・建築基礎構造設計指

針 

地
盤
の
液
状
化
・
沈
下 

構
造
解
析 

4.1.2 

  〇  

統一的解説には, 地震時の荷重

評価のための解析モデルや手法

についての明記が無く, 参考資料

として, 「日本港湾協会

（2018），港湾の施設の技術上の

基準・同解説」や「土木学会

（2010），風力発電設備支持物構

造設計指針・同解説」が示され

ている。 

モノパイル基礎の耐震設計

（液状化を含む）に適用する解

析モデルや地盤ばねを含む物性

値の設定方法につき, 関連する文

献や研究の調査・収集を行う。 

関連する基準として

「土木学会（2010），風

力発電設備支持物構造

設計指針・同解説」

（No.24）, 及びその他

関連文献3件を調査す

る。（No.25～27） 
 地

震
時
の
荷
重
評
価 

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
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表 3.1.2-2 調査文献 

No. タイトル 著者 発行年月 

波
浪 

1 風波とうねりの混合波浪のスペクト

ルモデルに関する研究 
種本 純, 石原 孟, 山口 敦 2016年 

2 風と波の結合確率論分布モデルに関

する研究 
種本 純, 石原 孟 2015年 

3 二山型スペクトル波の代表周期と代

表波高の算定法に関する研究 
安田 誠宏, 森川 湧太, 間瀬 
肇 

2020年 

4 台風による二山型スペクトルを有す

る現地波浪の諸特性 
永井 康平, 小沢 大造, 岸良 
安治, 西村 達郎 

1986年 

5 双峰型スペクトル波の浅海変形 間瀬 肇, 小沢 勇介 1995年 

6 東京湾における台風1915号による波

浪スペクトル特性と対策施設整備の

留意点 

高橋 康弘, 高山 知司, 遠藤 
敏雄, 鈴木 善光, 浜口 正
志, 松藤 絵理子, 石本 健
治, 原 信彦 

2020年 

7 現地観測に基づく越流型モデルを用

いた伝達波計算法の検証 
阿部 光信, 貝沼 憲男, 興野 
俊也, 定森 良夫 

1998年 

8 日本海側の洋上風車に対応した風と

波の長期結合確率分布モデル 
田中 陽二,  吉岡 健,  仲井 
圭二,, 永井 紀彦 

2019年 

津
波 

9 海岸保全基本計画 － － 

10 グリーンの法則 － － 

地
盤
□
工
学
的
基
盤
□ 

11 洋上風力発電設備建設に係る地盤リ

スク低減を考慮した地盤調査に関す

る一考察 

野口 孝俊, 赤坂 幸洋, 田中 
淳 

2021年 

12 新しい地盤調査法－海底微動アレイ

探査システムの開発とその適用－ 
井上 雄介, 今井 幹浩, 松原 
由和, 平出 亜 

2022年 

13 SEP船を用いた新しい地盤調査法

―CPTと海底逆PS検層の統合調査― 
原 由和, 川﨑 悠介, 野中 
建太, 平出 亜 

2022年 

14 洋上風力発電設備に係る海底地盤の

調査及び評価の手引き 
沿岸技術研究センター, 海洋

調査協会 
2022年 

 

15 [洋上風力発電の地域一体的開発に向

けた調査研究事業］各調査項目にお

ける調査手法・仕様の一般化に向け

た中間とりまとめ 

新エネルギー・産業技術総

合開発機構（NEDO） 
2022年6月 

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
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No. タイトル 著者 発行年月 

16 令和５年度セントラル方式による調

査計画（概要） 
エネルギー・金属鉱物資源

機構 
2023年1月 

地
盤
□
調
査
□ 

17 風力発電と地形・地質（その1：概要

および洋上風力発電） 
応用遅筆学会 環境地質研究

部会 舩山 淳(パシフィッ

クコンサルタンツ) 

2021年 

18 着床式洋上風力発電導入ガイドブッ

ク(最終版) 
新エネルギー・産業技術総

合開発機構（NEDO） 
2018年3月 

19 [前述No.14] 
洋上風力発電設備に係る海底地盤の

調査及び評価の手引き 

[前述No.14] [前述
No.14] 

20 [前述No.15］ 
各調査項目における調査手法・仕様

の一般化に向けた中間とりまとめ 

[前述No.15] [前述
No.15] 

液
状
化 

21 埋立地の液状化対策ハンドブック 沿岸開発技術研究センター 1997年 

22 港湾の施設の技術上の基準・同解説 日本港湾協会 2018年 

23 建築基礎構造設計指針 日本建築学会 2019年 

耐
震
設
計 

24 風力発電設備支持物構造設計指針・

同解説 
土木学会 2010年 

25 液状化地盤におけるモノパイル式洋

上風力発電設備を対象とした風と地

震の連成解析の基礎検討 

大矢 陽介 2022年 

26 洋上風力発電モノパイル基礎の地震

時の地盤減衰評価（その1：逸散減衰

効果の検討） 

山本 康之, 新田 康男, 池田 
竜介, 河本 悠歩, 石原 孟 

2023年 

27 洋上風力発電モノパイル基礎の地震

時の地盤減衰評価（その2：薄層法及

びFEMの適用） 

田中 栄次, 新田 康男, 池田 
竜介, 河本 悠歩, 石原 孟 

2023年 

 

  

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
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3.1.3 調査文献の要点 

調査した基準, 文献等の要点を以下に示す。 

 

【波浪】 

No. タイトル 著者 発行年月 

1 風波とうねりの混合波浪のスペ

クトルモデルに関する研究 

種本 純, 石原 孟, 山口 敦 2016年 

出典 日本風力エネルギー学会, 風力エネルギー利用シンポジウム, 2016, 38巻, pp.289-

292 

https://windeng.t.u-tokyo.ac.jp/ishihara/presentation/2016-3.pdf（参照2025/12/5） 

要点 洋上風車の設計においては, 有義波と有義波周期から得られる波浪スペクトル

モデルによる波の時系列を入力値として, 時刻歴応答解析を実施し, 風車及びそ

の基礎に作用する荷重を評価する。このとき, 強風時の終局荷重のみでなく, 通常

運転時の疲労荷重も評価する必要がある。波浪スペクトルの形状は風速階級によ

り様々であり, うねりを伴う太平洋側では, 銚子における観測事例から, 風波と

うねりが混在する時刻において二山型のスペクトルが観測されることが明らかに

なっている。 

この論文では, 風と波の結合確率分布の平均値の関係を用いて風波とうねりを

考慮した混合スペクトルモデルが提案されている。また, 福島沖浮体式洋上風力

発電実証研究サイトにて, 実測スペクトルとの検証が行われている。 

 

本論文は, 「洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説（令和2年3月版）」

p.114に, 二山型スペクトルの例として示されている。 

 

 
 

我が国の洋上風力施設設計において, 太平洋側で用いるスペクトルとして標準

的なものになると考えられる。 

具体的なスペクトルモデルの中身を以下に示す。 

風波とうねりを考慮した混合スペクトルを, 風波成分のスペクトルとうねり成

分のスペクトルの線形足し合わせとする。それぞれの成分のスペクトルは, 標準

的なJONSWAPスペクトルを用いる。 

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
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https://windeng.t.u-tokyo.ac.jp/ishihara/presentation/2016-3.pdf


 

 

風波成分とうねり成分の有義波高と有義波周期は, 観測値から得られる合成波

の有義波高と有義波周期をもとに, No.2に掲載の種本・石原（2015）による風速・

有義波高及び風速・有義波周期の平均値を表す関係式の風波成分とうねり成分の

割合を用いて分離する。 

種本・石原（2015）によれば, 風波とうねりの両方を考慮した風速と有義波高及

び風速と有義波周期は, 式(5)及び式(6)により表される。 

 

 

     
 

ここで, μH1/3,W及びμT1/3,WはSMB法で表される有義波高及び有義波周期の風波成

分であり, 10m高度の風速U10の関数で表される。μH1/3,S及びμT1/3,Sは定数で表される

有義波高及び有義波周期のうねり成分である。添え字cは合成波を表す。 

式(5)及び式(6)において, 任意の値の有義波高H1/3，有義波周期T1/3に対しても, 

風波成分とうねり成分の割合が式(5)及び式(6)の関係を満たすと仮定すると, 観

測値の有義波高H1/3，有義波周期T1/3は, 10m高度における風速U10の関数として, 式

(7)～式(10)により風波成分H1/3,w，T1/3,w及びうねり成分H1/3,S，T1/3,Sに分解できる。 
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【波浪】 

No. タイトル 著者 発行年月 

2 風と波の結合確率論分布モデル

に関する研究 

種本 純, 石原 孟 2015年 

出典 日本風力エネルギー学会, 風力エネルギー, 2015, 39巻, 3号, pp.44-51 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jwea/39/3/39_A_44/_pdf/-char/ja（参照2025/12/5） 

要点 No.1の二山スペクトルの論文で引用されている, 風と波の結合確率論分布モデ

ルに関する研究である。 

洋上風力発電設備の設計に関する国際基準「IEC61400-3」では, 疲労荷重の照査

のための気象海象条件を, 風速・波高及び波周期の結合確率分布を用いて評価す

ることが定められている。この結合確率分布は関数の形で記述されておらず, 観

測値や気象・海象シミュレーションの予測値から直接得られる散布図を用いて出

現頻度を算出することになっている。しかし, 観測期間が短い場合には, 強風及び

高波高の観測がほとんど得られず, また, 欠測でデータが欠落する問題もあるた

め, 風速，波高及び波周期の関係を平均値，標準偏差，相関係数などの簡単なパラ

メータによりモデル化し, 結合確率分布を予測する必要がある。 

 本研究では, 10年分の波浪シミュレーションによる予測値を分析し, 風速の関

数として有義波高と有義波周期の平均，標準偏差，出現頻度及び有義波高と有義

波周期の相関をモデル化することにより, 風速，波高及び波周期の結合確率分布

モデルを提案が提案されている。また, 提案したモデルを用いたモンテカルロシ

ミュレーションにより, NEDO銚子沖洋上風力発電設備における1年間の風速，有

義波高及び有義波周期の観測値と比較検証が行われている。 

銚子沖海域を対象とした結合確率分布のモデルは以下となっている。 
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【波浪】 

No. タイトル 著者 発行年月 

3 二山型スペクトル波の代表周期

と代表波高の算定法に関する研

究 

安田 誠宏, 森川 湧太, 間瀬 

肇 

2020年 

出典 土木学会, 土木学会論文集B3(海洋開発) , 2020, 76巻, 2号, pp.I_187-I_192 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/kaigan/76/2/76_I_187/_pdf/-char/ja 

（参照2025/12/5） 

要点 本論文は, 港湾構造物に作用する二山型スペクトル波の, 代表周期および代表

波高の算定方法を数値シミュレーションにより検討している。 

背景として, うねり性波浪による港湾構造物の被災事例が報告されていること, 

中でもうねりと風波が重なるスペクトルが二山となるような波浪では, 統計的性

質が複雑で改正された技術基準でもその重要性が示されていることを踏まえてい

る。谷本ら(1986)が, 防波堤（混成堤）直立部に働く二山型スペクトル波の波力特

性を実験により明らかにしており, その精度を上げるためには代表周期の正しい

算定が重要となっている。 

 本論文では, 二山型スペクトルの有義波周期の算定法について, 数値シミュレ

ーション結果に現地観測データも加味し, 谷本ら, Goda, van der Meerのこれまで提

案されている手法について適用性の比較検討を行っている。さらに, 現地観測デ

ータへの適用結果を通じて, 谷本らの代表周期算定式の修正方法を提案し, それ

により精度が向上することを確認した。 

 本論文は港湾構造物を対象としており, No.1/No.2の論文とはアプローチが異な

り, パラメータに風速を使わず波浪のみで完結させ, 港湾構造物の波浪算定に用

いる代表の有義波高・有義波周期を求める内容になっている。 
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https://www.jstage.jst.go.jp/search/global/_search/-char/ja?item=8&word=%E5%AE%89%E7%94%B0%2B%E8%AA%A0%E5%AE%8F
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【波浪】 

No. タイトル 著者 発行年月 

4 台風による二山型スペクトルを

有する現地波浪の諸特性 

永井 康平, 小沢 大造, 岸良 

安治, 西村 達郎 

1986年 

出典 土木学会, 土木学会海岸工学講演会論文集, 1986, 33巻, pp.144-148 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/proce1970/33/0/33_0_144/_pdf/-char/ja 

（参照2025/12/5） 

要点 台風接近時に湾内で発生した二山型スペクトルの観測実例を示した論文。 

1985年の台風8509号と8511号の２つが, 沖縄県の中城湾に来襲したときのデータ

を分析したものである。 

湾外からの侵入波（うねり）と湾内で発生した風波による二山のスペクトルが

観測されており, ２つの波浪系の存在する波の波高はエネルギーの重ね合わせ方

式による一般的な式で算出されることなどが確認された。 

本論文は観測された二山型スペクトルの紹介であり, スペクトルモデルの提案

等までには至っていない。 

 

例：台風8509号で観測された波浪スペクトル。通過の途中で二山スペクトルが計

測されている。 
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https://www.jstage.jst.go.jp/search/global/_search/-char/ja?item=8&word=%E6%B0%B8%E4%BA%95%2B%E5%BA%B7%E5%B9%B3
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【波浪】 

No. タイトル 著者 発行年月 

5 双峰型スペクトル波の浅海変形 間瀬 肇, 小沢 勇介 1995年 

出典 土木学会, 土木学会論文集, 1995, No.509/Ⅱ-30, pp.183-191 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jscej1984/1995/509/1995_509_183/_pdf/-char/ja 

（参照2025/12/5） 

要点 波浪スペクトルは沖合から沿岸に波が進むにつれて, 浅海変形（浅水変形）に

より変化していく。本論文では, 双峰型（二山型）スペクトル波の浅海変形, すな

わち, エネルギースペクトルと有義波高および有義波周期の変化を検討してい

る。 

二山型スペクトルは沿岸より沖合において発現頻度が高いことが知られてお

り, そのメカニズムについても検討している。 

本論文では, 予測モデルとしてハイブリッド型不規則波浪変形理論を用いてい

る。この理論はスペクトル変形理論と砕波減衰確率モデルを組み合わせたもので, 

波が浅海域に伝わるときの浅水変形と砕波を考慮できる。高周波側波列は低周波

側波列に比べ, 岸近くのshoaling領域および砕波帯でエネルギーが急速に減少し, 

低周波側波列のピークが卓越した単峰型スペクトルになる傾向になることが示さ

れている。 

本論文は二山型スペクトルの定義方法についての論文ではなく, 二山型のスペ

クトルは観測などで得られていることを前提に, その伝播時の変形を検討したも

のである。 
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https://www.jstage.jst.go.jp/search/global/_search/-char/ja?item=8&word=%E9%96%93%E7%80%AC%2B%E8%82%87
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【波浪】 

No. タイトル 著者 発行年月 

6 東京湾における台風1915号によ

る波浪スペクトル特性と対策施

設整備の留意点 

高橋 康弘, 高山 知司, 遠藤 

敏雄, 鈴木 善光, 浜口 正

志, 松藤 絵理子, 石本 健

治, 原 信彦 

2020年 

出典 土木学会, 土木学会論文集B3(海洋開発) , 2020, 76巻, 2号, pp.I_193-I_198 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/kaigan/76/2/76_I_193/_pdf/-char/ja 

（参照2025/12/5） 

要点 本論文は, 令和元年房総半島台風（台風1915号）時に横浜付近で発生した二山

型スペクトルについて, その特性と被災状況を分析したものである。 

但し, この論文で扱われている二山型スペクトルは, No.1～5の論文のように周

期の異なる波成分の重なりではなく, 周期はほぼ同一で波向きの異なる２成分波

によるものである（すなわち, 周波数スペクトルが二山ではなく, 方向スペクトル

が二山）。この現象は, 起きる確率は低いと考えられるが, 発生すると２方向から

の波が大きな波高を生み, 沿岸に被害が発生する確率が高まると考えられる。 

本論文の検討により, 東京湾の地形と, 遅く通過した台風の特性が絡んで横浜

近辺に二山型方向スペクトルが発生していることが考察されている。 

本論文は「風波とうねり」の関係ではないものの, 海岸の地形によってはこのよ

うな現象も起き得るという点で重要と考えられる 

論文より：台風1915号で横浜付近で観測された二山方向スペクトル 
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https://www.jstage.jst.go.jp/search/global/_search/-char/ja?item=8&word=%E9%AB%98%E6%A9%8B%2B%E5%BA%B7%E5%BC%98
https://www.jstage.jst.go.jp/search/global/_search/-char/ja?item=8&word=%E9%AB%98%E5%B1%B1%2B%E7%9F%A5%E5%8F%B8
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https://www.jstage.jst.go.jp/search/global/_search/-char/ja?item=8&word=%E6%B5%9C%E5%8F%A3%2B%E6%AD%A3%E5%BF%97
https://www.jstage.jst.go.jp/search/global/_search/-char/ja?item=8&word=%E6%B5%9C%E5%8F%A3%2B%E6%AD%A3%E5%BF%97
https://www.jstage.jst.go.jp/search/global/_search/-char/ja?item=8&word=%E6%9D%BE%E8%97%A4%2B%E7%B5%B5%E7%90%86%E5%AD%90
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https://www.jstage.jst.go.jp/search/global/_search/-char/ja?item=8&word=%E7%9F%B3%E6%9C%AC%2B%E5%81%A5%E6%B2%BB
https://www.jstage.jst.go.jp/search/global/_search/-char/ja?item=8&word=%E5%8E%9F%2B%E4%BF%A1%E5%BD%A6
https://www.jstage.jst.go.jp/article/kaigan/76/2/76_I_193/_pdf/-char/ja


 

 

【波浪】 

No. タイトル 著者 発行年月 

7 現地観測に基づく越流型モデル

を用いた伝達波計算法の検証 

阿部 光信, 貝沼 憲男, 興野 

俊也, 定森 良夫 

1998年 

出典 土木学会, 海岸工学論文集, 1998, 第45巻, 土木学会, pp.680-690 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/proce1989/45/0/45_0_686/_pdf/-char/ja 

（参照2025/12/5） 

要点 論文は, 港湾などの防波堤内部の波高（港内波高）を対象とした論文である。防

波堤越波時の伝達波による物理機構を再現した越流型モデルを平面波浪場に適用

できるように改良を加え, 新たな伝達波計算方法として提案している。さらに, 太

平洋岸において実施した伝達波に関する現地波浪観測データを用いて, 提案した

港内波算定手法の実海域での適性を明らかにしている。 

このモデルによる港内波浪の解析結果, および現地での観測データにおいて, 

防波堤を越流し伝達した伝達波と, 防波堤開口部から入射した入射波による二山

型のスペクトルが解析されており, その特性について述べられている。伝達波に

よる波浪は入射波の倍の周波数をもつ傾向が解析で示され, 現地波浪観測データ

でも見られている。 

 

論文より：回折波が卓越するS-1地点では一山型スペクトルであるが, 伝達波の

影響を受けるD-1, D-3地点では入射波周期に対応した0.1Hz付近の周波数のほか

に, その倍周波数のピークが見られている。 
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https://www.jstage.jst.go.jp/search/global/_search/-char/ja?item=8&word=%E9%98%BF%E9%83%A8%2B%E5%85%89%E4%BF%A1
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https://www.jstage.jst.go.jp/article/proce1989/45/0/45_0_686/_pdf/-char/ja


 

 

【波浪】 

No. タイトル 著者 発行年月 

8 日本海側の洋上風車に対応した

風と波の長期結合確率分布モデ

ル 

田中 陽二,  吉岡 健,  仲井 圭

二,, 永井 紀彦 

2019年 

出典 土木学会, 土木学会論文集B3(海洋開発) , 2019, 75巻, 2号, pp.I_31-I_36 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jscejoe/75/2/75_I_31/_pdf/-char/ja 

（参照2025/12/5） 

要点 本論文は, No.2で示した種本・石原の風と波を考慮した長期結合確率分布モデル

（風波とうねりを考慮）について, 日本海側の響灘で適用する際のパラメータ設

定とモデルの改良について記したものである。 

一般的に日本海側ではうねりの影響は少ないとされるが, 響灘では西側の渤

海・東シナ海からの波浪が入るため, うねり影響を受けるものと思われる。しか

し, 種本・石原モデルをそのまま適用すると, 波周期が過小評価となる課題が見ら

れた。本論文ではこの課題克服のため, 風波の減衰および発達過程をモデルに加

えることを試みている。その結果, 新しい風と波の結合確率分布モデルは, 風速

□10, 発達沖波波高□0, 波高発達率□Wの結合確率として表されている。これにより, 

観測値との適合性が大幅に向上したとしている。また, 論文中の表-1にパラメー

タの推定手順が示されている。 

本論文は, 種本・石原モデルを, さらに他の海域に用いる際にも参考となると思

われる。 

 

論文より：響灘における種本・石原モデル（T&I）と改良モデルによる波高・周期

の推定結果 
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【津波】 

No. タイトル 著者 発行年月 

9 海岸保全基本計画 国土交通省、各都道府県 - 

出典 国土交通省、海岸保全基本方針・海岸保全基本計画 

https://www.mlit.go.jp/river/kaigan/main/coastplan/index.html（参照2026/1/22） 

要点 （参考） 

「海岸保全基本計画」に関する, 「洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的

解説（令和2年3月版）」の記載箇所抜粋 

 

 

・「海岸保全基本計画」とは, 国が策定する「海外保全基本方針」に基づき都道府

県が策定することとされている計画で, 海岸の保全に関する基本的な事項を定

めたものである。 

 

・下図に示す全国91の沿岸に対して「海岸保全基本計画」が策定されており, 都道

府県によってはこの「海岸保全基本計画」に設計津波水位を記載している。 
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・設計津波水位の記載例として, 「秋田沿岸海岸保全計画（秋田県）」の抜粋を

以下に示す。 

 

「海岸保全基本計画」が 

策定されている海岸 

＜凡例＞ 

出典：国土交通省， 
海岸保全基本方針・海岸保全基本計画 

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
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【津波】 

No. タイトル 著者 発行年月 

10 グリーンの法則 － － 

出典 － 

要点 （参考） 

「グリーンの法則」に関する, 「洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解

説（令和2年3月版）」の記載箇所抜粋 

 

・グリーンの法則は, 津波の波高と水深の関係を表す法則で, 下式により定義さ

れる。また下式は, “水深が浅くなると津波の高さは高くなる”ことを意味してい

る。 

 

H, H0 = 風車建設位置及び海岸部での津波水位 

H, h0 = 風車建設位置及び海岸部での水深 

 

・各都道府県の海岸保全基本計画等で示される設計津波水位は, 海岸部における

津波水位であることが多い。従って, 沖合部（風車建設位置）の津波水位について

は, グリーンの法則を用いて推測することができる。 

 

 

  

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
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【地盤（工学的基盤）】 

No. タイトル 著者 発行年月 

11 洋上風力発電設備建設に係る地

盤リスク低減を考慮した地盤調

査に関する一考察 

野口 孝俊, 赤坂 幸洋, 田中 

淳 

2021年 

出典 土木学会, 土木学会論文集B3(海洋開発) , 2021, 77巻, 2号, pp.I_421-I_426 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jscejoe/77/2/77_I_421/_pdf/-char/ja 

（参照2025/12/5） 

要点 洋上風力発電事業の企画立案に際しては, 既往資料を基に対象エリアの海底面

状況・海底面下の土層構成を推定し, エリア全体の地盤特性を把握する。 

その後, 当該エリアでの事業性が見込まれた後, 海底面状況を把握する1次調

査, 詳細な土層構成・工学的基盤面を把握する2次調査, 風車建設地点における詳

細な３次調査を行う流れとなる。 

工学的基盤面設定に関する具体的な調査は2次調査以降となる。 

 

［2次調査（海底面2次元調査＋鉛直2次元調査）］ 

１次調査(海底面２次元調査)の次段階として, 音波探査で確認した地盤構成

を元にCPTおよびボーリングを行う地点を選定して, 詳細な地盤構成を把握

（土層図を作成）, 工学的基盤面の設定を行う。着床式構造においては, 海底地

盤面下の地質構造を広範囲かつ海底地盤の堆積状況を連続的に捉える必要が

ある。 

 

［3次調査（鉛直2次元詳細調査）］ 

風車建設位置における地盤の特性を把握するためジャストボーリング（SPT, 

CPT調査）を行うことで詳細な地盤状況を把握する。 
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【地盤（工学的基盤）】 

No. タイトル 著者 発行年月 

12 新しい地盤調査法－海底微動ア

レイ探査システムの開発とその

適用－ 

井上 雄介, 今井 幹浩, 松原 

由和, 平出 亜 

2022年 

出典 物理探査学会, 物理探査, 2022, 第75巻, pp.sp50-sp59 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/segj/75/0/75_sp50/_pdf/-char/ja 

（参照2025/12/5） 

要点 ＜抄録＞ 

 2019年4月より再エネ海域利用法が施行されたことにより, 洋上風力発電施設

に係る地盤調査市場は大幅に拡大している。洋上における地盤の支持層分布ある

いは工学的基盤深度の把握に必要なS波速度の測定は, ボーリング孔を利用した

サスペンションPS検層が一般的に行われてきた。しかしながら, 洋上風力発電事

業（着床式）は年間平均風速7 m/s以上，水深10～40 m程度の海域を対象としてお

り, 厳しい環境下でのボーリング作業は容易ではない。著者らはこのような厳し

い環境下でもボーリング調査を必要とせず, 短期間でS波速度構造を把握するこ

とができる海底微動アレイ探査システムを開発した。本稿では, 当手法の開発に

ついて概説した後, 適用事例及び海底微動の特徴について示した。これらの結果

より, 得られたS波速度構造はPS検層および音波探査と整合的な結果が得られた

ことから海底微動アレイ探査の有用性が示された。 
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【地盤（工学的基盤）】 

No. タイトル 著者 発行年月 

13 SEP船を用いた新しい地盤調査法

―CPTと海底逆PS検層の統合調

査― 

原 由和, 川﨑 悠介, 野中 建

太, 平出 亜 

2022年 

出典 物理探査学会, 物理探査, 2022, 第75巻, pp.sp30-sp41 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/segj/75/0/75_sp30/_pdf/-char/ja（参照2025/12/5） 

要点 ＜抄録＞ 

 洋上風力事業では, 地盤定数の測定法として仮設が容易で迅速な調査が可能な

洋上CPTがSEP船等を用いて実施されるケースがある。ただし, 日本近海の海底地

盤では多くの場合CPTで必要深度まで押し込み続けることはできず, 例えばパー

カッションドリル掘削のように高速な掘削方法で所定深度まで掘り進めてはCPT

を繰り返すという方法が一般的である。 

 また, 日本における海底地盤調査においては, 工学的基盤層（Vs≧400 m/s）の把

握が重要なポイントとなっている。一般的にS波速度の取得は, ボーリング孔を利

用したサスペンションPS検層（以下susPS検層と称す）で行われることが多いが, 

掘削径や孔壁の仕上がり状況の影響を受けるなどの問題も指摘されている。本論

文では, 洋上ボーリングで標準貫入試験（SPT）実施時の振動, ならびに洋上CPT

で用いるパーカッションドリル掘削時の振動を用いた新たなPS検層法の結果を

示す。このPS検層は陸上で実施するダウンホールPS検層の逆（起振と受振が逆）

であることから海底逆PS検層と名付けた。海底逆PS検層をsusPS検層と同一孔あ

るいは直近の孔で実施してS波速度を比較した結果, 海底逆PS検層においても

susPS検層と同様な結果が得られることが分かった。本手法は, 孔中に測定用ゾン

デを挿入する必要がなく, susPS検層で対応が難しい崩壊のある孔や大孔径（通常

susPS検層の適応孔径はおおよそ200 mm以下とされている）において有効である。 
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【地盤（工学的基盤）】 

No. タイトル 著者 発行年月 

14 洋上風力発電設備に係る海底地

盤の調査及び評価の手引き 

沿岸技術研究センター, 海洋

調査協会 

2022年 

 

出典 沿岸技術研究センター, 海洋調査協会 

要点 工学的基盤面を把握するための現地調査項目として手法とその手法によって

得られる情報が以下のように示されている。 

・ボーリング調査による標準貫入試験, PS検層 

→土層構成, 工学的基盤面, Vs深度分布 

・CPT調査によるPS検層 

→土層構成, 工学的基盤面, Vs深度分布 

・海底微動アレイ探査 

→工学的基盤面, Vsの深度分布 

 

[調査頻度及び測定間隔] 

ボーリングやCPT調査については, ゾーニング結果を受けて, 各エリアで最

低1地点の実施が望まれる。また, サンプリングや孔内載荷試験は必要に応じ想

定される地層毎に1か所程度実施する。工学的基盤面とされるVs≧400 m/sの地

層を予測し, ボーリングまたはCPT調査で確認する。工学的基盤が深い場合（例

えば, 海底面下60mから80m以深）や不確実な場合は海底微動アレイ探査などを

併用する。 

 

[調査結果の精査] 

ボーリング孔を利用したPS検層またはサンプリング試料の室内試験結果に

よって , 工学的基盤面とされるVs≧400 m/sの地層を確認し , それ以深では

400m/sを下回らないことを確認することが望ましい。 

 

ここまでは, 一般的な海底地盤エリアにおける工学的基盤確認及び評価方法の

記載であるが, 新生代第三紀鮮新世の堆積軟岩（砂岩, 泥岩など）が分布するエリ

アでの地盤調査については以下のような留意点が示されている。 

<ボーリング調査> 

・標準貫入試験（SPT）でN値が50以上と想定される地盤では予備打ちを本打

ちに代えることができる。特に軟岩では無理に貫入するとSPTサンプラーが

地盤に噛んで引き抜けなくなることがあり注意が必要である。 

・S波速度（Vs）が400 m/s以上の岩盤では標準貫入試験を無理に行わずに, オ

ールコアボーリングに切り替えてコアを採取し, コアの状態から岩級区分

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
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を評価することが必要である。 

・オールコアボーリングの後にPS検層を実施し, S波速度（Vs）を把握する。

また必要に応じて採取したコアで強度試験や超音波伝播速度測定を実施す

る。 

<CPT（電気式コーン貫入試験）調査＞ 

・CPTコーンが貫入不能となった場合は, コアボーリングに切り替えてコアを

採取し, コアの状態を観察することが必要である。 

・削孔した孔でPS検層を実施し, S波速度（Vs）を把握する。 

<強度定数の評価> 

岩盤の強度は, 試験時に生じる乱れの影響を踏まえて評価する必要がある。 
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【地盤（工学的基盤）】 

No. タイトル 著者 発行年月 

15 [洋上風力発電の地域一体的開発

に向けた調査研究事業］各調査

項目における調査手法・仕様の

一般化に向けた中間とりまとめ 

新エネルギー・産業技術総合

開発機構（NEDO） 

2022年6月 

出典 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO） 

https://www.nedo.go.jp/content/100949074.pdf（参照2025/12/5） 

要点 工学的基盤面設定に際しての調査項目, 考え方について以下の記載が確認出来

る。 

[海底地盤調査／音波探査] 

 

[海底地盤調査／地盤物性値【着床式】] 
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【地盤（工学的基盤）】 

No. タイトル 著者 発行年月 

16 令和５年度セントラル方式によ

る調査計画（概要） 

エネルギー・金属鉱物資源機

構 

2023年1月 

出典 エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC） 
https://www.jogmec.go.jp/content/300382020.pdf（参照2025/12/5） 

要点 エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）が“令和５年度セントラル方式によ

る調査計画（概要）”として作成した資料の中で, 工学的基盤面設定に対しての考

え方が以下のように示されている。 

 

[岩宇・南後志地区沖 調査概要]の中で, 既に実施されているNEDO地盤調査結

果に基づき,  

・工学的基盤面を確認するためのボーリング調査 

・貫入試験(SPT/CPT) ※ボーリング本数は複数孔を予定 

・音波探査を海域の一部で実施 

と示されており, SPTとCPTの相関および音波探査などを行うことが示されてい

る。 
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【地盤（調査）】 

No. タイトル 著者 発行年月 

17 風力発電と地形・地質（その1：

概要および洋上風力発電） 

環境地質研究部会 舩山 淳

(パシフィックコンサルタン

ツ) 

2021年 

出典 日本応用地質学会, 応用地質, 2021, 第62巻, 第1号, pp.30-34 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjseg/62/1/62_30/_pdf（参照2025/12/5） 

要点 洋上風力発電施設の海底地形・地質調査の内容については, 着床式の技術指針

で推奨内容が示されている。また, 港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾

協会，2018）を参考とすることができるとされている。以下に, これらで示されて

いる調査内容を紹介する。 

（1）調査項目，調査方法 

①予備調査：既存資料の収集を行う。 

②海底地形調査：深浅測量により施設設置地点の水深, 海底面の起伏, 巨石

や障害物の有無等を確認する。サイドスキャンソナー探査（海上から発信

し海底面から戻る音波の強弱を濃淡表示する方法）により海底の表面が変

動しやすい軟らかい状態かなど底質を推定する。 

③物理探査：海底地盤面下の堆積物分布や地質構造を広範囲に把握するもの

で音波探査などがある。探査機材の選定では, 調査エリアの水深と海底地

盤面下の探査深度により決定する。 

④海上ボーリング調査・サンプリング：地盤の構成や構造の把握を行う。 

⑤サウンディング・土質試験：原位置試験（標準貫入試験，コーン貫入試験

等）および室内土質試験を行う。関係技術基準の付属書3では, コーン貫入

試験による測定結果の評価事例が示されている。 

（2）調査位置・間隔 

ボーリング調査・サウンディングは, 原則として施設設置位置で実施す

る。物理探査等の結果から, 地盤の構造や土質性状が類似すると判断した場

合はグルーピングを行い, 規模に応じて調査数量を決定し, 原位置試験及び

室内試験はグループで1ヵ所以上行うとされている。多種類のサウンディン

グを併用する場合, 例えば標準貫入試験とコーン貫入試験を併用する場合

は, コーン貫入試験を実施した箇所の10%以上の箇所で標準貫入試験を実

施することが推奨されている。 

（3）調査深度 

調査深度は, 地層及び構造物の形状に応じて設定するものとされ, 埋立地

の液状化対策ハンドブックの考え方が参考として示されている。すなわち, 

調査深度は原則として支持層が確認できる深さまでとし, 目安として杭基
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礎でない場合はN値30以上, 杭基礎の場合にはN値50以上, 岩盤到達の場合

は少なくとも1mのコアで岩質を確認するまでなどである。耐震検討を行う

際の調査深度は工学的基盤の深度及び液状化検討層の深度によるとされ, 

工学的基盤の深度はせん断波速度（S波速度：Vs）が400m/s以上の層, 岩盤

の場合はその性質により検討する。液状化検討層の深度は海底面より20mの

深さまでが標準（液状化しない層がある場合は20m以浅としてもよい）とな

っている。 

（4）地形の変化特性に関する調査 

設計地盤標高を設定するため海底地盤面標高の変動を把握する必要があ

り, 定期的な横断測量や変化に関する解析を行う。 

（5）地盤条件の設定 

地盤調査及び土質試験結果をもとに各種地盤定数を設定する。強度に関す

るパラメータは, 港湾の施設の技術上の基準・同解説等を参考に特性値を設

定するとされている。 
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【地盤（調査）】 

No. タイトル 著者 発行年月 

18 着床式洋上風力発電導入ガイド

ブック(最終版) 

新エネルギー・産業技術総合

開発機構（NEDO） 

2018年3月 

出典 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO） 

https://www.nedo.go.jp/content/100889993.pdf（参照2025/12/5） 

要点 調査地点, 調査間隔および地盤調査の深度は, 設置予定点の推定される地盤状

況および風車規模, 支持構造物の種類に応じて決定する。地質柱状図の既往調査

資料がない場合には, ボーリング調査（ガイドブック中の図Ⅲ.3.3-3；SEP船から

コアサンプラーを垂下して行う）を実施する。地盤の状況に応じて原位置試験（標

準貫入試験,透水試験等）, 室内試験（土粒子の密度試験,圧縮試験等）, 貫入試験

を行い, 支持力・沈下特性ならびに基礎工事の施工に必要な地盤の性質を求める。

また, 改正建築基準法の施行に伴い, 孔内水平載荷試験, PS検層等時刻歴応答解析

を行うための調査も行う。海底土質調査に関してIEC61400-3の12.15では, 調査に

あたっては1箇所以上のボーリング調査と室内土質試験の実施が必要で, 基礎ご

との土質調査が望まれるとしている。日本ではN値による設計法が一般的である

が, 欧州ではCPT（Cone Penetration Test）等の比較的経済的な土質調査法が普及し

ている。したがって, CPTとバイブロコアにより収集した試料の室内土質試験と併

用し, 1箇所のボーリング試験とのキャリブレーションを実施検証する。 
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【地盤（調査）】 

No. タイトル 著者 発行年月 

19 [前述No.14] 

洋上風力発電設備に係る海底地

盤の調査及び評価の手引き 

[前述No.14] [前述No.14] 

出典 [前述No.14] 

要点 洋上風力発電設備に係る海底地盤調査において実施する主要な照査項目は以下

のように大別されている。 

 

 
 

 

これらの調査項目が, 設計の流れの中でどのタイミングで必要となっていくの

かが以下のフローに纏められている。 
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また, 構造形式毎に設計で必要となる地盤定数と, その地盤定数を入手するた

めの試験方法の具体例が以下のように示されている。 
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調査位置及び調査間隔については, 統一的解説に記載のとおり, 原則として, 

洋上風力発電設備の全設置位置において, ボーリングによる試料採取及び原位置

試験を行う必要がある。ただし, 全設置位置でボーリングを実施する必要がない

と判断できる場合は, 一部の設置位置については, コーン貫入試験（以下「CPT」

という。）等により, 表-1.6-1に示す地盤調査を省略することが可能である。なお, 

CPTを使用する場合は, 複数の地点において, 標準貫入試験と試験結果の比較を

行うことが望ましい。 

洋上風力発電設備の設置間隔は数百メートルから数キロメートルとなり, 基本

的には洋上風力発電設備設置地点のみの調査となる。この場合, データ数が少な

くなることも想定され, その少ない地盤調査結果から適切な統計処理を行って設

計用地盤定数を設定することになる。概略調査結果より, 通常の調査間隔や頻度

でサンプリングや試験を行った場合, データ数が少なくなると考えられる場合に

は, データ数が多くなるよう詳細調査計画を策定することが望ましい。 
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また, 表-1.6-1は地盤が土の場合を前提としている。地盤が岩石の場合は, その

まま適用することはできないため, 代わりに下記に例示する室内岩石試験方法等

を参考にすることができる。 

＝代表的な室内岩石試験方法（例）＝ 

・粗骨材の密度及び吸水率試験方法（JISA1110）：密度, 吸水率 

・岩石の密度試験方法(JGS2132-2009)：自然密度, 湿潤密度 

・パルス透過法による岩石の超音波速度測定方法（JGS2110-2009）：弾性波速度 

・岩石の一軸圧縮試験方法（JGS2521-2009）：圧縮強度 

 

なお, 洋上風車設計のために実施した海底地盤調査結果は, 現地試験となる

SPTとCPT, および室内試験結果の相関を図る必要があるため, 同書巻末の「参考

資料２：設計用地盤定数の設定上の留意事項」にキャリブレーション方法の参考

例が示されている。 
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【地盤（調査）】 

No. タイトル 著者 発行年月 

20 [前述No.15］ 

各調査項目における調査手法・

仕様の一般化に向けた中間とり

まとめ 

[前述No.15] [前述No.15] 

出典 [前述No.15] 

要点 海底地盤調査の実施項目ととりまとめについて以下の一覧が示されている。 
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土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026

3-34



 

 

【液状化】 

No. タイトル 著者 発行年月 

21 埋立地の液状化対策ハンドブッ

ク 

沿岸開発技術研究センター 1997年 

出典 沿岸開発技術研究センター 

要点 液状化予測法の分類が下表の通り示されている。 

 

表－4.1.1 各種液状化予測法の分類 

 
 

上記液状化予測法のうち, 「粒度とN値による予測・判定」と, 「繰返し三軸試

験結果による予測・判定」の具体的な手法が示されている。 

 

「粒度とN値による予測・判定」については, 港湾の施設の技術上の基準・同解

説と概ね同内容。 

 

「繰返し三軸試験結果による予測・判定」については, 石原らが不規則波を用

いて行った実験に基づく方法1)を示している。 

なお, その他の手法として, Seedらの方法2), 岩崎らの方法3), 累積損傷度理論を

用いた方法4)についての解説と, これらの主な相違点（補正係数の考え方の違い）

について示している。 

 

 
参考文献 

1) 石原研而：土質動力学の基礎, 鹿島出版会, 1976. 
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2) Seed, H. B.：Soil Liquefaction and Cyclic Mobility Evaluation for Level Ground during Earthquakes, 

J.GED, ASCE, 1979, Vol.105, No.GT2, pp.201～205 

3) 岩崎敏男, 龍岡文夫, 常田賢一, 安田進：砂質地盤の地震時流動化の簡易判定法と適用例, 第

5回日本地震工学シンポジウム講演集, 1978, pp.641～648． 

4) Annaki M. and Lee, K. L：Equivalent Uniform Cycle Concept for Soil Dynamics, J. GED., ASCE, 

1977, Vol.103, No.GT6, pp.549～564. 
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【液状化】 

No. タイトル 著者 発行年月 

22 港湾の施設の技術上の基準・同

解説 

日本港湾協会 2018年 

出典 日本港湾協会 

要点 液状化の予測・判断手法として, 下図「液状化の基本的予測・判定手順」に示す, 

「粒度とN値による予測・判定」及び「繰返し三軸試験による予測・判定」の手法

が示されている。 

 

一般に「粒度とN値による予測・判定」を使用して良いが, 同手法では予測・判

定が困難となった場合や, より詳細な検討を必要とする場合に「繰返し三軸試験

による予測・判定」を用いることができるとしている。 
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【液状化】 

No. タイトル 著者 発行年月 

23 建築基礎構造設計指針 日本建築学会 2019年 

出典 日本建築学会 

要点 液状化の予測・判断手法として, 「粒度とN値による予測・判定」を示している。 

 

液状化の影響を考慮して地盤剛性を低下させる手法についても以下の通り示さ

れている。 

 

■地盤剛性低下 
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■水平地盤反力係数の低減 
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【耐震設計】 

No. タイトル 著者 発行年月 

24 風力発電設備支持物構造設計指

針・同解説 

土木学会 2010年 

出典 土木学会, 構造工学委員会, 風力発電設備耐風設計小委員会 編 

要点 地震時の地盤ばね設定手法として, Francisの式及びGazetasらによる方法を示し

ている。水平地盤ばねのばね定数□□□は, 下図フローに従い, □□□□と□□□□が等しく

なるように, □□□が収斂するまで繰り返し計算することにより求めるとされてい

る。 

 
 

また, その他の水平方向の杭周地盤ばねの評価方法として, 成層地盤内におけ

る杭配置や群杭効果を厳密に考慮できる薄層法, 及びN値により算定した基準水

平地盤反力係数を用いて地盤ばねのばね定数を算定する「建築基礎構造設計指針」

による方法を用いても良いとされている。 

 

 
参考文献 

3）日本建築学会, 建物と地盤の動的相互作用を考慮した応答解析と耐震設計, 2006 
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【耐震設計】 

No. タイトル 著者 発行年月 

25 液状化地盤におけるモノパイル

式洋上風力発電設備を対象とし

た風と地震の連成解析の基礎検

討 

大矢 陽介 2022年 

出典 土木学会, 土木学会論文集B3（海洋開発）, 2022, 78巻, 2号, pp.I_895-I_900 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jscejoe/78/2/78_I_895/_pdf/-char/ja 

（参照2025/12/5） 

要点 統一的解説による地震時の荷重評価としては, 地震波を対象とした時刻歴応答

解析結果と, 地震時に組み合わせる波・風の荷重効果を時刻歴により別に求めて, 

これらの最大値を足し合わせる分離解法が示されている。 

しかし分離解法は, 風を受ける洋上風力発電設備の地震時挙動を精緻に評価で

きず, 経済面で不利な設計となっている可能性がある。 

このことから, 風・波と地震の連成解析が可能な解析コードを開発し, モノパイ

ル地震時挙動を検討した結果について示した文献である。 

 

検討の結果, 連成解析を用いることで, 分離解法と比較して地震時の応答変位

と断面力は小さくなる事が確認された。 

 

また液状化の影響としては, 以下3ケースにおいて影響を比較している。 

Case1 液状化を考慮しない地盤条件のケース 

Case2 液状化を考慮して, 液状化地盤のばね定数を低減させたケース 

Case3 液状化を考慮して, かつ地盤の地震応答解析で得られた過剰間隙水圧

の時刻歴より, 相互作用ばねのばね定数を時々刻々と変化させたケース 

 

結果としては, 液状化地盤の簡易的なモデル化法であるCase2は, Case1と比較

して断面力を大きく評価することができたが, 風車の振動特性が大きく変わり, 

応答値を過大に評価している可能性が示唆された。 

一方で, より緻密なモデル化をしたCase3では, Case2より断面力が小さく評価

され, より合理的な設計に繋がる可能性を示唆する結果が得られている。 
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【耐震設計】 

No. タイトル 著者 発行年月 

26 

 

洋上風力発電モノパイル基礎の

地震時の地盤減衰評価（その1：

逸散減衰効果の検討） 

山本 康之, 新田 康男, 池田 

竜介, 河本 悠歩, 石原 孟 

2023年 

出典 土木学会, 令和5年度土木学会全国大会, 第78回年次学術講演会 

https://windeng.t.u-tokyo.ac.jp/ishihara/presentation/2023-6-2.pdf（参照2025/12/25） 

要点 風車の大型化に伴って地震解析における減衰の設定の重要性が高まっている。

従来の土木学会指針に示されている地盤の逸散減衰の設定法（ウィンクラーばね

＋ダッシュポット）では減衰が小さく評価され, 安全側の設定となるようになっ

ていた。 

吉岡らの提案する逸散減衰をレーリー減衰として設定する方法をモノパイル基

礎の風車に適用して従来法と比較検証した結果を示している。従来の減衰設定法

の2次モードに対応するようにレーリー減衰の2次モードを増加させることで, 合

理的な地震応答を再現することができるとされている。 

 

 

図 検証に用いた解析モデル 
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【耐震設計】 

No. タイトル 著者 発行年月 

27 

 

洋上風力発電モノパイル基礎の

地震時の地盤減衰評価（その2：

薄層法及びFEMの適用） 

田中 栄次, 新田 康男, 池田 

竜介, 河本 悠歩, 石原 孟 

2023年 

出典 土木学会, 令和5年度土木学会全国大会, 第78回年次学術講演会 

https://windeng.t.u-tokyo.ac.jp/ishihara/presentation/2023-5-2.pdf（参照2025/12/25） 

要点 前述No.26に続き, 薄層法や3次元FEMとの比較も実施した結果を示している。

その1（前述No.26）で提案した方法は薄層法により逸散減衰を設定したモデルの

応答とほぼ結果が一致しており, 手法の妥当性を確認している。また, ３次元FEM

による解析結果とも比較しているが, 3次元FEMによる応答の方が小さくなる傾向

が見られた。これは１次元モデルでは3次元効果が考慮されていないためと主張し

ており, 今後の課題としている。 

 

 

 

図 検証に用いた解析モデル 

（左：薄層法一体モデル, 右：軸対称FEM一体モデル） 
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3.1.4 まとめ 

日本特有の設計手法（地震・台風など）につき, 「洋上風力発電設備に関する技術基

準の統一的解説（令和2年3月版）」をベースとして調査項目を抽出し, 関連する基本的

な文献等を調査・収集した。 

なお, グループC,Dの報告書にも, 設計基準全般やサイト条件評価に関する文献調査

結果が整理されているため, そちらも併せて参照されたい。 
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3.2 着床式：SEP 船の規格・基準の整備、施工方法 

 
3.2.1 各社 SEP 船仕様 

国内外における SEP船の現況を、表 3.2.1-1に示す。 

・国内では 10MW/基未満の中型風車が設置できる SEP船の建造から始まり、大型風車に

対応可能な 2,500t 超の吊り能力を持つ SEP 船の建造が行われたが、新たに同クラスの

新造船の計画はない。 

・大型風車を採用する動向に応じて海外では 2,500t 超の吊能力を持つ新造船が 2023 年

～2026年にかけて就航する予定。 

 
3.2.2 風車大型化に伴う施工時の課題 

① 風車の大型化に適した SEP 船調達 

・2025 年～2028 年頃に建設が予定されている洋上プロジェクトでは 12MW から 15MW

クラスの風車が予定される他、中国で試作が進む 20MW 機の採用も視野に入る。12-

15MW機のモノパイルの杭径は 8～12m、杭重量は約 2,000t、風車ローター高は海面か

ら 160～190mにもなる。これに対応する SEP船は風車施工で 1,600t級、基礎施工には

2,500t級と想定される。 

・このような中 800～900t級の SEP船保有者は、大型風車施工に対応できるよう近年、レ

グ延長やクレーンのグレードアップによるフック高と吊り能力の改善を行ってきたが

能力アップには限界があり、大型風車の施工案件では、TP設置作業や補助的・部分的

施工に従事することが求められる。 

・2,500ｔ吊以上の大型 SEP船は国内では１社に限られており、計画段階で調達を確約で

きないケースが多い。また、外国船の調達も欧州での案件が優先される傾向にあり選定

の自由度が極端に低い事が問題である。 

 

② 外国船調達に伴う留意点 

・カボタージュ規制に関連し、60 日に 1 回の海外寄港が必要である。最寄りの寄港地と

しては韓国の釜山港が有力となる。回航の所要日数は東北地方日本海側からは往復 10

日/回程度の日数が必要である。 

・カボタージュ規制に関しては、例外的に外国籍船の国内輸送も可能とする国土交通大臣

の特別許可（船舶法第３条但し書に規定）がある。 

内閣府主導の再エネ等規制等総点検タスクフォースにおける現状の取組の成果(令和

3年６月３日)の報告では、上記の特別許可の審査基準を国土交通省 HP等にて明確化す

るとして「措置済」の扱いであるが、その後明確な発表はなく不明確なままである。従

って、現段階で特例措置が認められるという前提で傭船契約を進めるのはリスクを伴

うことになる。 
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・外国船籍を日本船籍に変更するには、設備機器の日本仕様への変更を伴う上、船舶法に

基づき船舶検査、測度（トン数の算定）、登録手続きが必要となり、計画から完了まで

の標準的な処理期間は SEP船等の特殊船で 1年以上かかる、とされている（令和 4年

3 月、国土交通省海事局検査測度課）。場外国船所有者は日本市場に船舶を投入するた

めに傭船を中断するリスクを伴うことから、日本市場参入の障壁の一因となっている。 

・外国船を日本籍船に船籍変更して日本領海内で作業を行う場合、日本法人が外国の船社

へ貸渡し、外国籍船員の配乗権を得て使用する方式（マルシップ方式）が適用される。

この条件として外国人船員とは別に、操船作業ができる日本人船員チーム（8 名程度）

が乗船する必要があり、追加費用負担が発生することになる。 

 
③ 軟弱な海底地盤での施工（支持力の比較的高い砂質層下に軟弱粘土層を挟んでいる互層

も対象） 

・洋上ウィンドファーム建設のための MWS ガイドライン（2023 年 3月、日本海事協会

編）では Site Specific Assessmentの要求事項の一つに地盤調査結果に基づくレグ貫入量

の検討（Leg Penetration Analysis, LPA）がある。海底地盤の支持力が不足し、レグの地

盤貫入量が過大になることで下記のリスクが生じる可能性をチェックするが、大型船

での施工に伴い増大する傾向にある。 

・ジャッキアップ後、船体が上昇状態での作業中、海底地盤の支持力不足のためレグが突

き抜けてしまうパンチスルーが発生し危険な状況になる。 

・海底地盤の支持力不足のためレグが過大に沈下し、レグの貫入及び引き抜きに想定以上

の時間がかかる。 

 
④ 基地港での護岸整備の問題 

・洋上ウィンドファーム建設のための基地港に求められるのは重量物である基礎部材や

風車部材の移動運搬に耐えられるヤードの地耐力と、岸壁護岸際に設置する組立ヤー

ドや岸壁前面で係留する SEP 船のレグ支圧荷重に対して岸壁が安定していることであ

る。しかし現在そのような岸壁の整備はウィンドファーム案件に比して遅延しており、

下記のようなリスクが存在している。 

・日本の岸壁の多くが設計地耐圧の低い（～2 t/m2）ケーソン岸壁のため、水切りや浜出

し作業時にケーソン後背地から部材を揚重できるだけのブーム長が必要。 

・岸壁前面で SEP 船のジャッキアップを行うため、支圧荷重が岸壁に及ぼす影響（沈下

等の変位やひび割れ等）を事前に解析し、影響を及ぼすリスクがある場合には、ジャッ

キアップ位置を受動崩壊面の外側まで離すなどの措置も必要なケースがあり SEP 船の

揚重能力を十分活かしきれない（石狩湾新港）。 

・杭や風車部材の大型化に伴い、岸壁および野積地の地耐圧の確保のため地盤改良を行う
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場合、港湾管理局から原状復旧して返却することが要求されることが多く撤去につい

てのコストアップに留意する必要がある。 

 
⑤ 太平洋側でのリスク上昇の問題 

・工事実績のある日本海側の春～秋施工と比較して太平洋側での気象海象条件は台風の

通過も含め、一年を通じて悪い。 

・波浪の影響を直接受ける着床式モノパイル基礎の施工精度の確保のためにバイブロハ

ンマー併用を選択した場合、機器一式分の重量や容積を SEP 船の積載可能重量から減

じるため、基礎部材の積込可能基数が減り、稼働率が低下するケースもある。 

・カボタージュ規制が適用される場合、最も近い寄港地として選択される韓国への回航で

も海象条件が悪い上に長距離となり日本海側に比べ更に日数増が見込まれる。 
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表 3.2.1-1 国内外における SEP船の現況 
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係留索や係留チェーンを保持するアンカーについては、以下のものの使用が想定される。

出典：https://www.nauticexpo.com/prod/vryhof/product-68605-
504985.html （参照2025/12/25）

出典：
https://norwegianscitechnews.
com/2009/12/new-approach-
to-offshore-anchors/
（参照2025/12/25）

3.3 浮体式：海底ケーブルおよび係留索の施工方法
3.3.1 アンカーの種類

出典： Tecnico, Design optimization of the mooring system for a floating offshore wind turbine 
foundation, 
https://fenix.tecnico.ulisboa.pt/downloadFile/281870113704214/Master%20Thesis%20Daniel%20Toled
o_Final.pdf （参照2025/12/25） より和訳

出典： Vryhof Manual, the guide to anchoring, 
https://www.plaisance-pratique.com/IMG/pdf/Vryhof_Anchor_Manual2015.pdf （参照2025/12/25）

出典： https://semar.no/oil-and-gas/ （参照2025/12/25）

出典：https://norwegianscitechnews.com/2009/12/new-
approach-to-offshore-anchors/ （参照2025/12/25）

〇〇〇〇粘土層
（軟）

地盤の
種類

〇〇〇〇粘土層
（中）

△△〇〇粘土層
（硬）

△
〇

以外
〇〇砂質土層

△△△〇礫層

〇〇△〇全方向
支持力

〇〇〇〇水平方向

〇△〇△値）

高い高い非常に安い安い施工費用
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係留方法の種類

デメリットメリット特徴係留方法

・浅水深においては、
係留設計が困難になる。
・チェーン本数が増えると、浮体重量や
設置コスト増大につながる。

・国内でも実績が豊富にある。
・多様な水深に対応可能。

海底のアンカーと浮体をカテナリー状に接続
する。主として、鋼製チェーンで接続する方
法。

緩係留
(Catenary)

・把駐力として、アンカーは水平と
鉛直方向が拮抗しなければならない。

・設置コストが高い。

・係留索の重量がチェーンよりも軽くなり、
大水深に適用しやすい。

・係留展開面積をカテナリー係留よりも
小さくできる。

初期張力を調整して索の伸びにより係留力
を得て接続する方法。

トート係留
（Taut）

・設置コストが高い。・浮体の運動を小さくすることができる。
浮体と海底基礎を接続し、浮体構造が
強制的に沈めて得られる浮力により
接続する方法。

緊張係留
(Tension 

Leg 
Platform)

出典：
https://www.tensiontech.c
n/services/mooring
（参照2025/12/25）

出典：Design of a 10MW 
Wind Turbine Rotor 
Blade for Testing of a 
Scaled-down Floating 
Offshore Support 
Structure, TUDelft, 
Oct.25, 2017 

出典：Design of a 10MW 
Wind Turbine Rotor 
Blade for Testing of a 
Scaled-down Floating 
Offshore Support 
Structure, TUDelft, 
Oct.25, 2017 

浮体の係留における位置保持としては、以下の方法が用いられる。

3.3 浮体式：海底ケーブルおよび係留索の施工方法
3.3.2 係留方法の種類
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係留索の種類を以下に示す。

合繊ロープワイヤーロープチェーン

アラミド・HMPEポリエステルポリプロピレン・
ナイロン亜鉛メッキワイヤースタッドリンクスタッドレス

低い低い低いやや低い非常に高い高い線径密度

やや高い普通低い高い高い高い摩擦/紫外線/マリングロウスの耐
性

非常に高い高い低い高いやや高い普通疲労破壊耐性

小さい普通高いやや小さい小さい小さい弾性

困難困難困難普通非常に簡単簡単施工性

困難
（すべて取替必要）

困難
（すべて取替必要）

困難
（すべて取替必要）

困難
（すべて取替必要）

簡単
（部分補修可）

簡単
（部分補修可）補修のしやすさ

高い普通安い普通安い非常に安いコスト

出典： Tecnico, Design optimization of the mooring system for a floating offshore wind turbine foundation, 
https://fenix.tecnico.ulisboa.pt/downloadFile/281870113704214/Master%20Thesis%20Daniel%20Toledo_Final.pdf （参照2025/12/25）より和訳

3.3 浮体式：海底ケーブルおよび係留索の施工方法
3.3.2 係留索の種類

浮体の係留における位置保持としては、以下の方法が用いられる。

係留索の種類

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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風車・浮体工事 係留工事 電気工事

浮体建造

風車電気工事

風車・浮体曳航

係留アンカー・チェーン設置

係留試験（引張試験）

海底ケーブル敷設

浮体係留

ダイナミックケーブル
敷設

浮体式洋上風力発電設備における一般的な施工フローを以下に示す。

3.3 浮体式：海底ケーブルおよび係留索の施工方法
3.3.3 浮体式洋上風力の施工フロー

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業における施工例を以下に示す。

出典：浮体式洋上風力発電導入マニュアル、 福島洋上風力コンソーシアム（2019年3月）より

海底ケーブル敷設（陸から）
引張試験

係留チェーン敷設

係留チェーン 係留アンカー

実証で用いた係留チェーンは、係留チェーン径が132mm でR3S の規格。我が国の厳しい気象・海象条
件に適している。
係留アンカーについては、ドラッグアンカー方式（オランダにあるVryhof 製のStevshark ）を採用。

１．係留工事

実証研究実施海域にコンパクトセミサブ浮体及びサブステーションを係留する係留アンカー及び係留チェー
ンの設置を行う。

係留チェーンと係留アンカーの敷設の後、設計上のチェーンの把駐力を得るために引張試験を実施する。

２．電気工事
本実証事業における送変電システムの概要図を以下に示す。
設置する3基の風力発電設備にて発電された電気は、一度洋上変電所に集められ、66kV まで昇圧し、

海底ケーブルをとおして、陸上の開閉所につながっている。

送変電システムの概要図

陸上開閉所のある広野海岸にて沖合いの作業船から海底ケーブルの引き込みを海岸まで実施した後、作
業船は実証海域まで海底ケーブルを敷設した。

(※)浮体の波浪動揺や潮流による流体力によって曲率変動や張力変動などのダイナミック挙動を
繰り返し受けることで、ケーブルには張力や曲げに対する耐久性が求められる。

出典：海底電力ケーブルシステムの技術動向と開発課題および取り組み, 古河電工時報第141 号（令和4年4月）より

海底ケーブル ダイナミックケーブル(※)

3.3 浮体式：海底ケーブルおよび係留索の施工方法
3.3.4 国内の施工実績

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業における施工例を以下に示す。

出典：海底電力ケーブルシステムの技術動向と開発課題および取り組み, 古河電工時報第141 号（令和4年4月）より

ダイナミックケーブルの敷設手順

①ダイナミックケーブルを, 布設船から送り出し，洋上変電所へ引き込む。

②分散ブイなどのアクセサリー類を取り付けながらケーブルを布設し，所定の位置で海底電
力ケーブルと接続して接続箱を沈設する。

③風車に向けて海底電力ケーブルを布設し，所定の位置でケーブル端部を海底に仮置きする。

④洋上変電所側と同様の手順で風車にダイナミックケーブルを引込んで布設し，仮置きした海底
電力ケーブルを布設船上に引上げて接続作業を行う。その後接続箱を沈設し，布設完了となる。

3.3 浮体式：海底ケーブルおよび係留索の施工方法
3.3.5 ダイナミックケーブルの施工手順

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究
（バージ型）「ひびき」

北九州沖（2014～2021）
福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業

福島県沖（2011～2021）
崎山沖2MW浮体式洋上風力発電所「はえんかぜ」

長崎県崎山沖（2010~）

海底ケーブル布設専用船（Cable Laying Vessel：
CLV）開発プロジェクト
（GI基金事業ph.1）

低コストと優れた社会受容性を実現するTLP方式による
浮体式洋上発電設備の開発

（GI基金事業ph.1）

セミサブ型浮体・ハイブリッド係留システムに係る
技術開発及び施工技術開発

（GI基金事業ph.1）

国内プロジェクトの実績を以下に示す。グリーンイノベーション基金事業(以下、GI基金事業) の次世代技術開発としても係留システムや海底ケーブル布設技術はテーマに取り上げられている。

3.3 浮体式：海底ケーブルおよび係留索の施工方法
3.3.6 国内プロジェクト

出典：自然エネルギー財団, 浮体式の洋上風力発電で日本初の商用運転－長崎
県・五島市で漁業との共生を目指す－, 2018
https://www.renewable-ei.org/activities/column/20180111.html
（参照2025/12/25）

出典：NEDO, 事業戦略ビジョン, 海底ケーブル布設専用船（Cable Laying Vessel：
CLV）開発プロジェクト
https://green-innovation.nedo.go.jp/resources/pdf/offshore-wind-power-
generation/item-001-4/vision-furukawa-003.pdf
（参照2025/12/25）

出典：NEDO, 事業戦略ビジョン, 低コストと優れた社会受容性を実現するTLP
方式による浮体式洋上発電設備の開発
https://green-innovation.nedo.go.jp/resources/pdf/offshore-wind-power-
generation/item-001-2/vision-furukawa-003.pdf （参照2025/12/25）
を加筆修正して転載

出典：NEDO, 事業戦略ビジョン, セミサブ型浮体・ハイブリッド係留システムに係る
技術開発及び施工技術開発
https://green-innovation.nedo.go.jp/resources/pdf/offshore-wind-power-
generation/item-001-2/vision-nsyc-003.pdf （参照2025/12/25）
を加筆修正して転載

出典：NEDO,次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究
https://www.nedo.go.jp/floating/ （参照2025/12/25）

出典：福島洋上風力コンソーシアム
https://www.fukushima-forward.jp/gaiyou/index.html
（参照2025/12/25）

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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海外の係留索の施工実績を以下に示す。使用アンカーはドラッグアンカー、係留方式はカテナリー方式が多く採用されている。
備考係留方式使用アンカー施工年国名プロジェクト名

チェーン３本カテナリー方式サクション式2007イギリスHywind Scotland①

チェーン４本カテナリー方式ドラッグアンカー2021イギリスKincardine②

チェーン３本カテナリー方式ドラッグアンカー2024-イギリスDolphyn Hydrogen③

TBDTBD2026-イギリスPentland Floating WindFarm④

合繊ロープ3-6本カテナリー方式ドラッグアンカー2022アイルランドAFLOWT Hexafloat⑤

合繊ロープ6本カテナリー方式ドラッグアンカー2016-2017フランスFloatGen⑥

合繊ロープ6本カテナリー方式ドラッグアンカー2022-2023フランスEolMed⑦

チェーン3-4本カテナリー方式ドラッグアンカー2024-フランスEFGL Leucate⑧

チェーン５本カテナリー方式ドラッグアンカーCancelフランスGroix & Belle lle⑨

ダブルチェーン3本トート方式サクション式2021フランスProvence Grand Large⑩

１点係留方式カテナリー方式複数使用2024-フランスEolink⑪

チェーン３本カテナリー方式サクション式2009ノルウェーUnitech Zefyros⑫

チェーン３本カテナリー方式ドラッグアンカー2021ノルウェーTetraSpar Demo ⑬

カテナリー方式ドラッグアンカー2030ノルウェーFLAGSHIP⑭

チェーン３本カテナリー方式サクション式2020-2023ノルウェーHYWIND Tampen ⑮

カテナリー方式ドラッグアンカーTBDノルウェーSeaTwirl S2⑯

TBDTBD2027-ノルウェーSonnevindar⑰

ハイブリッド
チェーンとポリエステルロープ

カテナリー方式ドラッグアンカー2022スペインDemoSATH⑱

ハイブリッド
チェーンとナイロンロープ

カテナリー方式ドラッグアンカー2023-スペインCanArray⑲

カテナリー方式ドラッグアンカー2018-2020ポルトガルWindFloat Atlantic ⑳

TBDTBD2025-イタリア7 Seas Med㉑

チェーン３本カテナリー方式2023アメリカNew England Aqua Ventus I㉒

ハイブリッド
チェーンとポリエステルロープ

カテナリー方式複数使用2023アメリカCADEMO(VAB)㉓

浮体形状 (②Kincardine Project)
出典：https://www.bbc.com/news/uk-scotland-north-east-
orkney-shetland-40947146
（参照2025/12/25）

サクション式アンカー (⑧HYWIND Tampen)
出典：https://semar.no/wp-
content/uploads/2022/05/Suction-anchors-
Installation.pdf
（参照2025/12/25）

１点係留方式 （⑪Eolink）
出典：https://www.eolink.fr/en/article-p5mw-en
（参照2025/12/25）

3.3 浮体式：海底ケーブルおよび係留索の施工方法
3.3.7 海外プロジェクト

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖

秋田県由利本荘市沖(北、南側)

青森県日本海 (北側)

長崎県五島市沖

新潟県村上市及び胎内市沖

秋田県男鹿市、潟上市及び秋田市沖

秋田県八峰町・能代市沖

青森県陸奥湾

千葉県銚子市沖

長崎県西海市江島沖
【凡 例】

・・・ 準備段階の区域：8海域

・・・ 促進区域：10海域（案を含む、下線は事業者選定済）
・・・ 有望な区域：8海域

千葉県いすみ市沖

岩手県久慈市沖

福井県あわら市沖

福岡県響灘沖

佐賀県唐津市沖

北海道檜山沖
北海道松前沖

北海道石狩市沖

山形県遊佐町沖

青森県日本海 (南側)

千葉県九十九里沖

富山県東部沖

北海道岩宇及び南後志地区沖（浮体,GI）
北海道岩宇及び南後志地区沖（着床）

北海道島牧沖（浮体）
北海道島牧沖（着床）

北海道石狩市浜益沖（GI）

秋田県南部沖（GI）

愛知県田原市・豊橋市沖（GI）

・・・ GI基金ph.2（浮体実式証）実施候補海域：4海域

岩
礫砂

将来的なTLPやトート係留の採用にあたってはアンカーと地盤の関係が重要である。日本の海底地盤の地質マップ（概要）※ を以下にまとめた。

これより、TLPやトート係留の採用にあたって日本の海底地盤の地質毎に次のようなアンカーの組み合わ
せが考えられる。

砂層 ：重力式、サクション式、パイル式
粘土層：重力式、パイル式
岩礫層：重力式

【参考】国内の緊張係留に関する研究として「緊張係留方式の実海域
実証研究（科学技術庁）」(1985-1986)があり、山形県鶴岡市由
良漁港の北北西約 2.6km沖合,水深約41mの海域に設置された。

TLPの概要図 シンカーのコンセプト

施工実績として次の内容が報告されている。
海底面が平坦な位置にシンカー鋼構造＋コンクリートブロックを沈設
緊張係留の他に作業用に弛緩係留も使用
初期張力の確認にあたり、全バラストを排出
計画喫水、初期張力補正用のチェーンリンク数を予備として準備した

出典：海洋技術センター, シバタ工業, 浮体式海洋構造物の緊張係留に関する研究 (第5報)-緊張
係留システムの実海域実験-, 日本造船学会論文集, 1987, 第161号, pp.173-182

今後の技術開発検討としてTLPやトート係留を進めることで、1基あたりのフットプリントが小さくなる。よって次のような利点がある。
限られた占用面積でのウィンドファーム基数の増加が可能
将来的な漁業共存への貢献

※出典：日本地質アトラス．地質調査所．
1982

3.3 浮体式：海底ケーブルおよび係留索の施工方法
3.3.8 日本の海底地盤への適用

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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海底ケーブル布設専用船TLP方式ハイブリッド係留システム

CLV導入により、大幅に工程短縮出来、更に、冬場にも
建設・メンテナンス工事が実施可能。布設コスト：20%削
減、布設工程：60%短縮。
日本の洋上風力マーケットでは、 CLVが未整備、バージで
の海底ケーブル布設工事を余儀なくされている。

出典：NEDO, 事業戦略ビジョン, 海底ケーブル布設専用船（Cable Laying 
Vessel：CLV）開発プロジェクト,GI基金事業, 洋上風力発電の低コスト化, 
https://green-innovation.nedo.go.jp/resources/pdf/offshore-wind-power-
generation/item-001-4/vision-furukawa-003.pdf
（参照2025/12/25） より

セミサブ型と TLP 型の長所を併せ持った浮体および係留
方式。
セミサブ浮体の安定性を活かし、風車搭載~設置サイトへ
の曳航~設置作業までを行い、浮体設置後の運用時は
緊張係留にするコンセプトが提案された。

出典：三井海洋開発株式会社, 浮体式洋上風力発電低コスト化技術開発調査研
究（TLP 型）, 日本風力エネルギー学会誌, 2021, vol.45, No.4 より

係留索の一部に合成繊維索を用いるハイブリット係留索を
採用。
さらにドラッグまたはサクションアンカーを組合せ、従来の台
船による敷設ではなく、アンカーハンドリング船を使用して敷
設する手法が提案された。
出典：東京電力ホールディングス, 五洋建設, 東京大学, 浮体式洋上風力発電低コ
スト化技術開発調査研究（大型スパー浮体）, 日本風力エネルギー学会誌, 2021,
vol.45, No.4 より

GI基金事業等にて開発されている次世代技術例を以下に示す。

3.3 浮体式：海底ケーブルおよび係留索の施工方法
3.3.9 GI基金事業

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026
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3.4 浮体式：コンクリート製浮体式基礎(バージ式、セミサブ式)の課題と解決の方向

性について 

 
3.4.1 設計 

3.4.1.1 コンクリート材料特性としての疲労耐久性 

(1) 背景および課題 1) 

波浪の繰返し作用下では、タワー基部での鋼材との接合部や発生応力が大きい部位から

コンクリートの局所的なひび割れが徐々に進展し、破壊モードに影響を及ぼすことから、接

合部の疲労耐久性に配慮した設計の重要性が認識されている。 

また、コンクリートが水中あるいは湿潤状態にあるときは、コンクリート自体の疲労強度

が低下するだけでなく、繰返し作用によってコンクリート内部の微小細孔構造の飽和水に

生じる水圧、あるいはマクロひび割れに生じる水圧によって、損傷が加速される場合がある。 

 

(2) 解決策の方向性 

解決策として、これについては、荷重履歴によるコンクリートの疲労損傷を再現可能な構

成モデルを有する非線形有限要素解析により再現でき、これらの数値シミュレーション技

術の洋上風力発電施設設計への適用が考えられる。1)また、一般にプレストレストコンクリ

ートとして、コンクリートに建造時に圧縮力を与えるなど、引張力による構造的なひび割れ

が生じ、それが進展しないように設計する 2) 。 

 
3.4.1.2 コンクリートの水密性・化学的作用に対する抵抗性 

(1) メンテナンスフリーに向けた課題と対策 

コンクリート製浮体施設は、海中、飛沫帯および海上大気中で供用され、波浪や海水飛沫

の影響を受けるため、供用期間中にコンクリート自体の劣化や鋼材の腐食等によって、その

機能が損なわれやすい環境にある。2) 

そこで、浮体式洋上風力施設の浮体部分が鉄筋、PC 鋼材が密に配置される構造になるこ

とを想定し、繰返し作用下における高流動・高強度コンクリートを用いたプレストレスト・

コンクリート（PC）を用いることを主とし、供用期間中は可能な限り「メンテナンスフリ

ー」となるようにどのような設計方針とすべきかについて、①水結合材比および水密性、

②単位セメント量、③最小かぶりの確保について述べる 3) 。 

 

① 水結合材比および水密性 3) 

コンクリートの水密性を支配する最大因子は水セメント比（W/C）であり、W/C が同一の

ときは、セメント量が多くなる（W/C が小さくなる）につれて水密性が高くなる。よって、

水セメント比の上限は、飛沫帯および海上大気中に供される部材の場合は 40％、海中に供

される部材の場合は 45％を標準とすること、また主構造部材に用いるコンクリートの圧縮
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強度の特性値 f’ck（設計基準強度）は、30N/mm2 以上を標準とすることが望ましい。また、

混和材料として、高炉スラグ微粉末やフライアッシュ、シリカフューム等を適切に使用する

ことによって、密実で海水の化学的作用に対する抵抗性が高いコンクリートとなるため、コ

ンクリート内部への塩化物イオンの侵入の抑制に効果が期待できる。さらに、アルカリシリ

カ反応の抑制にも有効であることから、浮体施設に使用するコンクリートには、これらの混

和材を適切に使用することが望ましいと考えられる。 

 
② 単位セメント量 3) 

単位セメント量（単位結合材量）に下限あるいは上限が規定されている場合には、これら

の規定を満足させるが、特に規定の無い場合は土木学会コンクリート標準示方書に示され

る、海洋コンクリートにおける単位セメント量の標準値に準拠するのが良い。 

 

③ 最小かぶり 

鉄筋の最小かぶりの標準値を飛沫帯および海上大気中では 60mm、海中では 50mm とする

のが良い。なお、実際の設計時においては中性化と水の浸透深さに伴う鋼材腐食に対する照

査および塩化物イオンの侵入に伴う鋼材腐食に対する照査を行った上で、耐用年数を満足

する設計値とすることが必要であり、鉄筋のかぶり量の全数検査を実施するのが望ましい。

なお、DNVGL-ST5)に記される最小かぶりは上記標準値よりも小さい値となっているケース

もあるが、塩化物イオンの侵入に対する鋼材腐食を照査した結果、20 年の耐久性を確保す

るには上記標準値を用いることが適切であると考えられている 3) 。 

また、凍結融解作用によるポップアウト、スケーリング、微細ひび割れといった凍害によ

るコンクリートの劣化により、コンクリートの種々の材料特性は影響を受け、物質透過性は

大きくなり、強度や剛性といった力学特性が低下する。特に、コンクリート製浮体施設が供

用される海洋環境下においては、凍結融解作用による凍害が進行しやすい。対策として、水

セメント比を 45%以下とし、かつ、空気量を 6%以上にする等の対応をとることが望ましい

2)。 

 
3.4.1.3 鉄筋等鋼材の腐食およびコンクリートの塩害 

(1) 背景および課題 2) 

コンクリート製浮体施設は、鉄筋のかぶりが不足すると水の浸透や塩化物イオンの侵

入に伴う鉄筋腐食により、設計耐用期間中に構造物の耐力が低下し、破壊に至る可能性が

あり、打継ぎやプレキャスト部材の接合が不完全な場合、水や塩化物イオンなどの劣化因

子の侵入経路となり、鉄筋腐食や水密性が低下する恐れがある。 

 

(2) 解決策の方向性 

1) 混和材の使用 1) 
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洋上風力発電施設のように、コンクリート構造内部に配置される鉄筋の腐食リスクを軽

減する必要があり、各種混和材の積極活用は有効な解決策となると考えられている。 

セメントの一部を高炉水砕スラグおよび石炭灰に置き換えた混合セメントは既に JIS 化

されており、それぞれ最大置換割合は 70%、30%となっている。さらなる副産物利用を目指

した研究が進み、高炉スラグ微粉末、フライアッシュ、シリカフューム等の混和材によって、

セメントの 70％以上（質量比）を置換したコンクリートの設計および施工に関する標準を

取りまとめた「混和材を大量に使用したコンクリート構造物の設計・施工指針（案）4)」が、

土木学会より 2018 年に出版されていることからも、これらの混和材の使用はコンクリート

中の鉄筋腐食のリスク軽減に大きな可能性が期待されている。 

 
2) 海水・海砂の使用 1) 

セメント以外でコンクリートを構成する主要材料は、水および細骨材と粗骨材からなる

骨材である。塩分を除去しない海砂や海水そのものを鉄筋コンクリート構造に用いること

は、コンクリートの早期強度を促進する利点があるが、鉄筋等の鋼材腐食のリスク要因があ

るため、一般には認められていない。なお、エポキシ樹脂で塗装された鉄筋は既に 30 年以

上の実績があり、耐海水環境においても有効であることが知られている。また、ステンレス

鉄筋も実用として使用することが可能となっている状況でもある。 

しかし、十分な鉄筋かぶりと低水セメント重量比配合と適切な施工管理のもとで製造さ

れた海水利用のコンクリート構造物では、数十年にわたって良好に機能しているものもい

くつか存在する。今日、海水および海砂を利用した“海水練りコンクリート”の展開が推し進

められており、世界的にも普及が進んでいる。また、アジア諸国においては、真水と骨材の

入手が困難な地域は少なくないため、海水と海砂の使用はコンクリート構造材料のサプラ

イチェーンにおいては、大きな利点を有する。更には、海底から砂を採取できることは、同

様に沿岸域での材料調達と施工に大きな利点をもたらすことも考えられる。 

 

3) FRP の使用 1) 

海水練りコンクリートの研究とも並行して、FRP 等の非鉄補強材を鉄筋に代えてコンクリ

ート構造物に用いる研究も盛んに行われている。代表的なものとして、炭素繊維、ガラス繊

維、アラミド繊維であるが、近年はバサルト繊維の検討例もある。これらは、①鉄筋のよう

な棒（ロッド）状あるいはワイヤー状（連続繊維）に加工して構造物内に配置し、②短繊維

として練り混ぜ時にコンクリート（あるいはモルタル）に加えて打設することが可能となっ

ている。 

いずれの FRP も強度や剛性といった力学性能は従来の鉄筋に匹敵し、特に軽量ゆえに施

工や輸送の省力化にも寄与するものと考えられており、電気化学反応に基づく鋼材腐食の

懸念がないことは、海洋構造物に歓迎すべき大きな利点であるものの、海水中のアルカリに

よる浸食のリスクに注意を払う必要がある。 
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4) 電気防食 

電気防食技術は海洋港湾構造物で広く活用されている。長期共用された構造の補修に使

われる電気防食も、建設当初から新設構造の維持管理にそもそも適用できるものであり、こ

の場合、鉄筋や鋼材が確実に陰極側に位置付けられるように、電場設計を事前に行うことが

前提となることが考えられる。部分的な電気防食が別の部分でのマクロセル腐食を起こし

て寿命を縮めた事例もあることからも、コンクリート製浮体の新設構造設計に活かされる

べきものと考えられる 1) 。 

また、鉄筋コンクリートに通電を行うことによって ASR 膨張が助長されるものの、電気

防食工法を適用する前に、電気防食工法における電流密度よりもきわめて大きな電流密度

を一定期間供給することにより、電気防食工法適用中の ASR 膨張を抑制できる可能性があ

ることが示唆されている 6)ことからも、これらの電気防食工法と ASR との関連性について

も予め考慮しておく必要があると考えられる。 

 
3.4.1.4 船級取得の基準がない 

(1) 背景および課題 

商用化に向けて、コストダウンかつ大量生産を指向し、コンクリートによる検討が求めら

れている。国内における洋上風力発電指示浮体に関する設計基準では、日本海事協会におい

て「浮体式洋上風力発電設備に関するガイドライン（2021 年 12 月）」が整理されているも

のの、鋼船規則を参照したものである。7)国土交通省において「コンクリート製浮体式洋上

風力発電施設の設計施工ガイドライン（2023 年 3 月）」が整理されているが、コンクリート

浮体を対象とした船級取得のための基準として明確に認められているものではないことが

課題である。 

 

(2) 解決策の方向性 

 解決策として、国内外の類似基準を準用し、日本海事協会に個別に承認を得たうえで適用

することとなる。 

 

3.4.2 施工 

3.4.2.1 労働力の確保 

(1) 背景および課題 

コンクリート製浮体式基礎の現地製造は、鋼製浮体式基礎の製造に比べるとより多くの

雇用を提供できるという特徴がある 8)9)。 

一方で、わが国の建設業においては就業者の高齢化が進んでおり、今後、高齢就業者の大

量退職が見込まれることから、将来の担い手不足も懸念されている 10)。そのため、労働力の

確保という点はコンクリート製浮体式基礎の製造における大きな課題になる。 
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(2) 解決策の方向性 

国土交通省では i-Construction を推進しており、その中で①ICT 技術の活用や、②プレハ

ブ化/プレキャスト化は生産性の向上が図れるため、省力化への寄与が期待される。 

① ICT 技術の活用 

ICT 技術の活用により、左官や鉄筋組立など、ロボット等による代替が可能な作業

の機械化・自動化等が進み、省人化や無人化による生産性の向上が期待されている 10)。 

② プレハブ化・プレキャスト化 

鉄筋のプレハブ化やプレキャストの埋設型枠、コンクリート部材の工場製作などに

より、現地作業の生産性向上が期待されている。また、大型構造物へのプレキャスト

コンクリートの適用も生産性向上の方向性として示されている 11)12)。 

 
3.4.2.2 施工方法の合理化 

(1) 背景および課題 

コンクリート構造物の特徴として、コンクリートの打設から必要な強度発現までには、一

定の養生期間を要する点が挙げられる。現地にてコンクリート構造物を建造する場合はコ

ンクリートの養生期間が工程上クリティカルとなる 2)。 

上記に加え天候の制約がある。一般的にコンクリート構造物の施工においては降雨等の

天候の影響を受けないような施工方法が必要となる 9)2)。 

 

(2) 解決策の方向性 

施工方法の合理化として、プレキャスト工法が挙げられる。コンクリート製浮体式基礎の

製造においては、コンクリート部材をプレキャスト化し、できるだけ単純な形状（パネルな

ど）を現地にて接合することを前提とした浮体形状が推奨されている 1)。プレキャスト工法

はコンクリート部材を事前に製作しておくことが可能であり、工場での製作も可能なため、

現地打設と異なり天候の影響を受けづらく、養生期間による工程の影響も発生しないとい

う利点がある 11)。 

 
3.4.2.3 品質管理の合理化 

(1) 背景および課題 

コンクリート製浮体式基礎には高い水密性が求められるため、コンクリートのひび割れ

を防止、抑制するために過密な配筋やプレストレスの導入などが必要になり 2)、施工時は高

度な品質管理が必要になる 13)。 

従前の鉄筋コンクリート構造の腐食劣化の最大の原因は、設計通りにかぶり（鋼材の塗装

厚に相当）が確保され得なかったことが主な理由であり、特に鉄筋の検査は非常に重要であ

る。洋上風力においては、かぶり全数検査に基づく品質管理が不可欠としている 1)。 

そのため、従来の検査手法では工程も労力も多大となるため、「0 施工方法の合理化」だ
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けでなく品質管理の合理化も求められる。 

 

(2) 解決策の方向性 

これまで目視では鉄筋位置を検査することができなかったが、今日では非破壊検査で、容

易にかぶり厚の全数検査が可能となった。鉄道施設ではかぶりの全数検査が標準化され、腐

食リスクは格段に低下している 1)。また、今日では i-Construction の推進により施工・検査

など自動化・ロボット化により、生産性だけでなく 11)品質管理の合理化も期待されるとこ

ろである。 

 
3.4.2.4 大型化・大規模化に向けた課題 

(1) 背景および課題 

一般的にコンクリート製浮体式基礎は鋼製浮体に比べると寸法が大きく、大量生産には

広い施工面積が必要とされている。また、鋼製基礎よりも重量が大きく、施工に伴う揚重や

曳航に労力を要するとされており、岸壁の地耐力や施工スペースの制約などが課題として

挙げられている 8)9)13)。 

 

(2) 解決策の方向性 

国土交通省において、浮体式洋上風力発電所に対応した基地港湾の最適な規模について

検討しており、風車の大型化や発電所の大規模化に対応可能な基地港湾の整備方針や利用

方法について示している。 

その中で、セミサブ、バージ基礎の場合の施工パターンと港湾の役割として欧州における

浮体式の施工事例から、大型化、大規模化を見据えた施工プロセスや港湾の役割について検

討しており、大型化、大規模化においては、基地港湾内の地耐力や製作ヤードの確保、完成

した浮体式基礎の保管水域の確保等が課題として挙げられている。 

しかし、浮体式洋上風力発電に関しては、世界的に基礎の製造、輸送・設置の方法がまだ

確立しておらず、技術開発の余地が大きい。連続製造に適した浮体の設計や、浮体製造のパ

ネル化やブロック化、分割施工、ドックに依存しない浮体の大量製造等の技術の確立など、

今後、更なる技術開発が必要である。14) 

 
3.4.2.5 解体技術について 

(1) 背景および課題 

洋上風力発電の社会意義の一つとして脱炭素のみならず循環型社会の実現への貢献が挙
げられている。脱炭素社会の目標達成には大規模な洋上風車建造が前提であるが、循環型社
会の実現まで考慮すると、供用期間が過ぎた後の風車基礎解体技術が求められる。 

一般的に建設後のコンクリート構造物の切断、解体に関してはワイヤーソーによる切断
やブレーカーによるはつりが利用されるが、大型コンクリート製浮体基礎の解体には、多大
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な労力が必要になるため、解体しやすい工法の選定も課題として挙げられている 1)。 
 

(2) 解決策の方向性 

撤去について、商用水準となれば、一度に大量の撤去・解体を行う必要があるため、開発、

建設当初から、解体コストの抑制や最大限リサイクルすることを念頭に置いた設計等を考

慮するべきとしている 15)。 

 
3.4.3 その他 

3.4.3.1 サプライチェーン 

コンクリート製浮体式基礎（バージ式、セミサブ式）の設計面、施工面以外の課題を挙げ

ていく。サプライチェーンの構築は課題の１つであり、コンクリート製浮体式基礎のサプラ

イチェーンでは以下の利点と欠点が整理されている 8)。利点は、現地に既存の鉄鋼製造サプ

ライチェーンがない場合、コンクリート製浮体式基礎の製造は、新しい施設への投資が少な

くて済むため、より簡単に確立できる可能性がある。コンクリート製浮体式基礎製造の現地

化は鋼製浮体式基礎の製造ヤードに比べ、より多くの雇用機会を生み出す。欠点は、コンク

リート製浮体式基礎は鋼製浮体式基礎より重量が大きいため、揚重と曳航に多くの労力お

よび港湾施設の地耐力が必要である。輸送に当たっては輸送コストが高く、また水路深さを

深くする必要がある。 

これらの利点と欠点を参考に、コンクリート製浮体式基礎におけるサプライチェーンの

課題と解決の方向性について、3 つの切り口から文献を調査した。 

 

(1) 港湾施設に関する課題 

1) 適切な港湾施設の取得 

コンクリート製浮体式基礎の製造において費用対効果を高くするには、適切な港湾施設

を取得することが不可欠である。適切な港湾施設の要件には、十分な建造エリア、大型の輸

送・設置船を収容できる岸壁、十分な入口・岸壁の喫水が挙げられる 16)。また、需給バラン

スや競争力、地域経済への貢献などを考慮して最適な港湾施設を選択し整備する必要があ

る。 

適切な港湾施設を取得するための解決の方向性として、①コンクリート製浮体の製造施

設に必要な特定の港湾施設要件をより詳細に調査して、必要なインフラ投資を定量化する。

②製造・供給会社と協力して、製造施設のコスト構造と投資を可能にする商業的な要因（例

えば、コミットされたプロジェクト・パイプラインの規模）を理解して、港湾施設の開発を

進める。③港湾管理者と製造・供給会社がプロジェクトに間に合うように港湾用地の開発を

推進できる政策的な支援策（インセンティブやメリット等）と資金調達の仕組みを確立する

16)。 

2) 港湾機能と施設規模の検討 
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国土交通省は、浮体式洋上風力発電の国際競争力確保や導入加速化に向けて、サプライチ

ェーンの一部となる港湾について「洋上風力発電の導入促進に向けた港湾のあり方に関す

る検討会」17)にて検討を行っている。検討会では、導入促進に必要となる港湾機能の整理お

よび浮体式洋上風力発電の建設に対応した施設の規模を整理している。 

 

〈導入促進に必要となる港湾機能 17)〉※コンクリート製浮体式基礎に関連する機能を抽出 

・資機材生産機能：浮体基礎部品（モジュール）の生産・組立・積出 

・設置・組立機能：浮体基礎部品（モジュール）の搬入・組立・曳航、風車の組立て（プ

レアッセンブリ）・積出、浮体基礎の水域保管 

・維持管理機能：大規模資機材の搬入・修理・積出、撤去後の資機材の搬入・解体・積出 

 

〈港湾の施設規模〉 

国土交通省の港湾のあり方に関する検討会 17)ではセミサブ式浮体は鋼製、バージ式浮体

はコンクリート製について港湾の施設規模を検討しているが、セミサブ式浮体のコンクリ

ート製については検討されていない。そこで、コンクリート製浮体式基礎の建設に対応した

施設の規模について BVG Associates の文献 8)を調査した。 

・コンクリート製浮体式建設の施設規模：岸壁延長 500m、水深 12～20m、地耐力 40～

100t/m2、面積（陸上）15～20ha、面積（水域保管）10～12ha 

 

港湾機能と施設規模の検討をするための解決の方向性として、検討会での文言を引用す

ると、浮体式の技術開発動向等を踏まえ、導入に向けて、将来の拡張性を見越しつつ、施工

手順と対応する港湾施設について検討を行う 17)ことが重要である。技術開発動向には、鋼

製浮体式基礎に限らず、コンクリート製浮体式基礎の開発動向も踏まえ、将来の拡張性と施

工手順に対応した港湾施設の機能と規模の諸元をとりまとめる必要がある。 

 

3) 専用建設ドック 

政府の導入目標の実現に向けて、浮体基礎の大量建造と連続生産、最適化した生産システ

ムでの省力化が課題である。港湾施設の整備として専用建設ドック建設を提唱している事

例がある 18)。専用建設ドックは多数のコンクリート製浮体式基礎を効率的に建造するもの

で、提唱されたドックサイズは長さ 1,000m、幅 150m であり、ドック内で陸側から沖側へ向

かって浮体式基礎の連続建造を行い、完成後は直接設置海域へ輸送する。風車はドック内で

浮体上に搭載され、ドック周辺には部材の保管ヤード、関連器等の製造工場を併せ持つ構想

である。 

専用建設ドックの建設は一例であるが、浮体基礎の生産手法、風車一体化までの連続的な

港湾利用、資機材のロジスティックス等を考慮して全体システムを構築し、建設サイクル全

体の最適化を図る必要がある。 

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026

3-66



 

(2) 材料供給に関する課題 

コンクリート製浮体式基礎を採用した浮体式洋上風力発電プロジェクトは、スパー・セミ

サブ・バージ等のコンクリート製浮体の種類や部位によって品質、強度、耐久性の要求性能

が異なり、材料の供給量が一定でないことが課題である。 

材料供給に関する解決の方向性として、調査した文献では以下 2 点が挙げられている 16)。 

① コンクリート製浮体を使用する可能性のある浮体式洋上風力発電プロジェクトのパ

イプラインを定量化し、材料と部品に対する将来の潜在的な需要の規模と時期を明

確にする。 

② 国内での材料供給増加のタイムスケールとその増加を引き起こす要因（政府の政策、

需要の増加など）を調査する。 

また、DNV はコンクリート製浮体の DNV 規格を浮体式洋上風力発電に向けてさらに開

発しており 19)、要求性能を最適化し、堅牢な性能を維持しながら、材料をより効率的に使用

できることを目指している。 

 

(3) 地域産業への波及効果 

コンクリート製浮体式基礎の製造は、鋼製浮体式基礎の製造と比較して、地域産業への波

及効果が期待できる。同様の利点は複数の文献でみられる。 

近年の浮体式プロジェクトでは、主要材料に鋼製を用いた浮体が多くある中で、コンクリ

ート製を用いた浮体も増加しており、コンクリート製は造船所以外の場所でも建造可能で

あることや設置海域付近の地元産業を活用可能である等の利点がある 20)。 

浮体式風力発電は、海底地盤と隔離された構造であるため、地震波、海底地盤、水深など

の影響が少なく、浮体基礎の設計が標準化できて、量産化しやすい特徴がある。日本全国に

分布するコンクリート産業や鉄工所などの技術力を以て製造可能な部分が多く、地域産業

への波及効果が期待できる 21)。 

 
3.4.3.2 コスト削減 

材料コストに関する文献 8)では、鋼板価格変動が激しく、1 年以内(2023 年 5 月より前)に

最大 50％の変動が記録されている中で、コンクリート価格はより安定していることが指摘

されている。鉄筋コンクリート構造では、特に補強のために大量の鋼材が使用されているが、

鋼材が主要材料である鋼製浮体に比べれば、全体的な使用量は数分の 1 である。 

また、コンクリート製セミサブ浮体式基礎と鋼製セミサブ浮体式基礎の材料・製造コスト

の違いを評価した比較研究（2022 年）22)があり、鋼製の方がコンクリート製と比べて 69%

高価となる。このコスト比較研究では、鋼製の浮体式基礎をアジアで製造してヨーロッパま

で輸送する輸送費が含まれている点と、アジアとヨーロッパでの製造コスト差が含まれて

いる点に留意が必要である。また、このコスト比較評価には 2022 年以降の主要材料の価格
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変動も考慮する必要がある。 

ここまでは鋼製浮体式基礎とコンクリート製浮体式基礎の材料コストの比較を示すもの

であるが、材料価格の変動や留意点を考慮した場合の両者のコスト差は明確に示されてい

ない。一方、コンクリート製浮体式基礎のコスト削減のための方向性が記述された文献は以

下の２つがある。 

① 風車と浮体構造のインターフェイスの最適化、浮体構造の標準化と量産化によって

大型商用電源並みの発電コスト達成は可能であると考えられる 21)。 

② 風車の支持構造物では、耐用年数がロータの一般的な耐用年数である 20 年間程度を

想定しているが、コンクリート技術の適用により支持構造物の耐用年数を倍にする

ことが可能であれば、二世代に渡って使用できることになり、洋上風力発電のメリ

ットが拡大する 23)。 

 
3.4.3.3 コンクリート製浮体の実証 16) 

コンクリート製のセミサブ浮体式基礎およびコンクリート製のバージ浮体式基礎の実証

は世界でいくつかみられる 24) 25) 26) 27)。一方、国内ではコンクリート製のセミサブ浮体基礎

およびコンクリート製のバージ浮体基礎の実証例はない。実証によってコンクリート製浮

体が品質および安全性で実行可能な解決策であり、地域経済や雇用への効果があることを

定量的に示す必要がある。  

 
3.4.3.4 カーボンフットプリント 

 DNV の調査ではコンクリート製浮体と鋼製浮体基礎の製造におけるライフサイクル全体

での二酸化炭素排出量を比較している 22)。調査結果では、コンクリート製セミサブ式浮体

の二酸化炭素排出量は鋼製セミサブ式浮体と比較して、約 2.5～3 倍低いと評価されている。

この調査の評価結果では、鋼製浮体をアジアからヨーロッパまで海上輸送しており、原材料

の二酸化炭素排出量が多くなっている点に留意する必要がある。 

 この他に、バージ浮体を製造する際のコンクリート製と鋼製の二酸化炭素排出量を比較

した報告 28)がある。新しい材料のみを使用する場合と、再生鋼と高炉セメントを使用する

場合の２ケースを比べても、コンクリート製の方が約 2 倍優れているという評価結果であ

る。 

 コンクリート製浮体基礎の二酸化炭素排出量を削減するための解決の方向性として、

DNV の調査結果 22)では、コンクリート製セミサブ浮体に二酸化炭素を吸着させたセメント

を活用することが挙げられている。セメント製造全体の二酸化炭素排出量を 50%削減し、

原材料の燃焼過程での二酸化炭素排出量を 26%削減できる。 

原材料の供給では、生産や輸送に多くのエネルギーや二酸化炭素の排出を伴うため、学識

経験者や製造・供給会社による低炭素コンクリート開発を促進し、インセンティブを与える

ためのロードマップを作成する 16)。 
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3.5 風車の大型化・大規模化（ウィンドファーム） -効率的な施工方法、コスト削減方

法- 

 

3.5.1 洋上風力発電に関する国内動向  

洋上風力産業ビジョン（第一次）では「年間 100 万 kW 程度の区域指定を 10 年継続し、

2030 年までに 1,000 万 kW、2040 年までに浮体式も含む 3,000 万 kW～4,500 万 kW の案件を

形成する」という政府の導入目標が掲げられた。ここでは、政府の導入目標を背景とした洋

上風力発電の施工に関する国内動向を整理する。 

 
3.5.1.1 風車の大型化 

導入が先行する欧州などの海外では、発電効率を高める目的で風車の大型化が近年続い

ている。一方、国内では洋上風力向けの風車メーカーが存在せず、国内の発電事業者は海外

の大型風車を採用せざるを得ない状況となっている。また、風車の大型化に伴い、それを支

える基礎構造も自ずと大型化する状況となっている。 

例えば、令和 5 年 12 月に発表となった、再エネ海域利用法に基づく事業者公募の結果によ

れば、選定された各発電事業者は出力 15～18MW の風車機種を採用する計画となっている。 

出典：国土交通省 港湾局「2050 年カーボンニュートラル実現のための基地港湾のあり方検討会 ～基地港湾の配置及び規模

～」  https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001464703.pdf （参照 2025/12/25） 

 

図 3.5.1-1 洋上風力発電設備の諸元例 

土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会, 洋上風力分科会, 
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査, 2026

3-71

https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001464703.pdf


図 3.5.1-1 のように、例えば 15MW 機の場合、ハブ高さで約 150m、タワー重量で約 1,000t、

モノパイル重量で約 1,200t という規模感になっている。また、水深や気象・海象といったサ

イト条件によっては更に大きな諸元になることも考えられる。 

 

3.5.1.2 ウィンドファームの大規模化 

図 3.5.1-2 のとおり、政府の導入目標を達成しようとする場合には、2030 年までは年平均

で 1GW 程度、さらに 2030 年から 2040 年までは年平均で 2～3GW 程度の案件形成が必要と

なり、個別のウィンドファームとしても大規模化することに繋がっていくと考えられる。国

内において大規模なウィンドファームを大量導入するためには、設置海域は港湾区域から

より沖合への展開も必要になり、一般海域や EEZ（排他的経済水域）での設置が必要となっ

てくる。 

 

3.5.2 国内動向に伴う施工時の問題 

風車の大型化あるいはウィンドファームの大規模化といった動向は、風車や基礎構造の

施工条件に影響するため、結果的に建設費にも大きく影響することとなる。ここでは、前述

の国内動向に伴う建設費増大に繋がる具体的な問題点を整理する。 

 

 
出典：資源エネルギー庁「洋上風力発電に関する国内外の動向等について 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/green_power/pdf/008_04_00.pdf （参照 2025/12/25） 

 

図 3.5.1-2 目標達成に向けた案件形成状況について 
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(1) 風車大型化の問題 

・作業船の施工能力 

図 3.5.1-1 に示したとおり、風車や基礎構造の諸元は大型化によって、揚程や吊り能力と

いった施工時のクレーン作業の制限（揚程、吊り能力）が生じる。また SEP 船であれば施

工水深の制限など、既存の作業船では施工上の問題が生じる場合がある。 

 

・基地港湾の仕様 

洋上風力発電の導入が先行する欧州では、大規模な部材を効率良く施工可能な基地港湾

が多く整備されている。これらの基地港湾は、広大な面積の確保、大型重機の稼働やタワー

の仮組立などを想定した地耐力強化、大型船舶の接岸を想定した水深の確保、場合によって

は岸壁前面での SEP 船のジャッキアップを想定した海底地盤改良など、洋上風力の施工に

適した機能を有している。 

国内においても、既存の港湾の中で、図 3.5.2-1 に示すように港湾法に基づく基地港湾（海

洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾）として、能代港、秋田港、鹿島港、北九州港、

新潟港の計５港が指定され、整備が進められている。（その他に、現在公募中の案件におい

ては、青森港や酒田港が促進区域と一体的に利用できる港湾としての指定を目指している。） 

 

 
出典：国土交通省「海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾（基地港湾）の概要」 

https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001459708.pdf （参照 2025/12/25） 

 

図 3.5.2-1 基地港湾の概要 
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ただし、風車や基礎構造の大型化に伴い使用する船舶機械も大型化するため、例えば岸壁の

延長や水深、背後地の地耐力向上などを考慮した整備が求められる。 

 

(1) 大規模化の問題 

・基地港湾の不足 

ウィンドファームの大規模化により、風車や基礎構造の取扱量自体が増加するため、政府

の導入目標を達成するために必要な基地港湾の数が不足することが懸念されている。また

案件ごとの設置海域が近い場合には、基地港湾の確保が難しくなることも考えられる。 

 

・沖合展開、施工時稼働率の低下 

ウィンドファームの設置海域が沖合に展開していくと、基地港湾から現地までの距離が

大きくなり、作業船の回航距離も増加するため工程も長くなるために建設費への影響が大

きくなる。更に気象・海象もより厳しい環境となり、施工時稼働率への影響も大きくなって

くる。 

 

3.5.3 問題解決のための方法 

前述の問題に対して、これまでに解決してきた方法、また将来を見据えた解決の動向を紹

介する。 

 

3.5.3.1 大型化への解決方法 

・施工に適した作業船の調達 

国内においても大型風車の建設に対応した SEP 船が建造され、既に稼働している。また

海外では、SEP 船の吊り能力では施工できないモノパイルなどの施工のために、大型基礎施

工船も稼働している。図 3.5.3-1 に洋上風力発電設備の施工に使用される SEP 船等の仕様の

例を示す。 

大型化した風車の施工には、設備の諸元に適した作業船の選定・調達が必須となる。 

 

・部材重量の軽量化 

SEP 船やクローラクレーンなどの作業船舶機械には、吊り能力や揚程といったクレーン

作業に関する制限があるため、揚重作業が可能な部材諸元（特に重量）には限界がある。将

来、20MW 超の風車など更なる大型化も考えられるが、それに応じた作業船の新造を行っ

た場合には、建設費の増大に繋がる懸念がある。 

そこで、既存の作業船舶機械によって、大型風車の施工が可能となるように、部材の分割施

工などの工夫が期待される。 

例えば風車タワーの場合、通常は基地港湾で一体化されたタワーを SEP 船に積み込み現地

にて設置する方法が一般的となっているが、吊り重量を低減するために分割されたタワー 
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出典：国土交通省 港湾局「2050 年カーボンニュートラル実現のための基地港湾のあり方検討会 ～基地港湾

の配置及び規模～」 https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001464703.pdf （参照 2025/12/25） 

 

図 3.5.3-1 SEP 船等の仕様例 

 

 

を SEP に積み込み現地で組み立てるという方法も提案されている。 

 

3.5.3.2 大規模化への解決方法 

・施工効率化に向けた新技術の活用 

着床式の基礎構造ではモノパイル式が採用されることが多いが、一般的にはモノパイル

と風車との間にトランジッションピース（TP）と呼ばれる部材が設置される。最近は、この

部材を無くしてTPレスモノパイルを採用して、施工の合理化を図る工法も提案されている。

また、国内ではモノパイル打設には適さない硬質な海底地盤のサイトも考えられるため、ド

リリング技術の適用も重要となる。 

一方、大規模化の点で将来導入が見込まれる浮体式の場合、新エネルギー・産業技術総合開

発機構（NEDO）が実施する「洋上風力発電低コスト施工技術開発」において、資本費の 20％

低減する施工技術を確立すべく実証研究が行われている。具体的には、図 3.5.1-5 に示す様

に浮体形式、係留システム、アンカー等の最適化がテーマとなっており、早期の技術確立が

期待される。 
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出典：資源エネルギー庁「「洋上風力発電の低コスト化」プロジェクトの研究開発・社会実装計画（案）の概要」 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/green_power/pdf/001_04_00.pdf 
（参照 2025/12/25） 

 

図 3.5.3-2 浮体式の低コスト化プロジェクトの概要 

 
・効率的な工程計画の立案 

効率的な工程計画の立案は、建設費低減のための重要な要素となる。例えば、最適な施工

サイクルのための基地港湾の利用方法、精度の高い気象・海象予測に基づく適切な施工時期

の選定、風車や基礎構造などの部材の搬入、保管、搬出といった基地港湾での作業の効率化

は必須となる。 
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